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児童養護施設

①第三者評価機関名

②評価調査者研修修了番号

③施設名等
名古屋若松寮
平井 誠敏
３８名
愛知県
名古屋市名東区山番町３２１番地
０５２－７８３－８０６１
https://www.syoutokukai.or.jp/wakamatsu/

【施設の概要】
1939/7/1
社会福祉法人 昭徳会
２９名
３名
社会福祉士
２名
栄養士
１名
臨床心理士
１名　　
調理師
２名

　　　　

　　　
２８室、地域小規模児童養護施設：１カ所（６名定員）
管理棟（事務所、厨房、多目的室、セラピールーム、静養室など）
児童棟（各２ホーム：計４ホーム）、自立支援棟２棟

④理念・基本方針

⑤施設の特徴的な取組

　上記有資格職員の人数：
有資格職員の名称（エ）
　上記有資格職員の人数：

第三者評価結果入力シート（児童養護施設）

＜理　念＞
　幸福（しあわせ）

＜基本方針＞
　１．ひとりひとりに、思いやりのある心をもって接します
　２．ひとりひとりを尊重し、その人に合った支援、援助をします
　３．ひとりひとりを大切に、まごころで接します
　４．私たちは、すべての人の幸福を目指し、たゆみなく援助技術の向上に努めます
　５．わたしたちは、お互いに助け合い、よりよい生活ができるよう努めます

・８名定員の４ホーム制であるため、子ども一人ひとりに合った柔軟な支援ができる
・行政（管轄課）や児童相談所との連携が図れている。子どもたちの最善の利益につながるように支援している

有資格職員の名称（オ）
　上記有資格職員の人数：
有資格職員の名称（カ）

職員数　非常勤職員 ：

　上記有資格職員の人数：
施設設備の概要（ア）居室数：
施設設備の概要（イ）設備等：
施設設備の概要（ウ）：
施設設備の概要（エ）：

有資格職員の名称（ア）
　上記有資格職員の人数：
有資格職員の名称（イ）
　上記有資格職員の人数：
有資格職員の名称（ウ）

所在地(市町村以下)：
T　 E　 L ：
U　 R　 L ：

開設年月日
経営法人・設置主体（法人名等）：
職員数　常勤職員 ：

名　　　称：
施設長氏名：
定　　　員：
所在地(都道府県)：

種別

特定非営利活動法人 メイアイヘルプユー

新津ふみ子（ＳＫ２０１９００８）
田中　　稔（Ｓ２０１９０１３）
坂本佳代子（東京都Ｈ０９０２００１）
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⑥第三者評価の受審状況
2021/2/1
2021/4/14
平成29（2017）年度

⑦総評

⑧第三者評価結果に対する施設のコメント

⑨第三者評価結果（別紙）
（別紙）

共通評価基準（45項目）Ⅰ　養育・支援の基本方針と組織　
１　理念・基本方針

（１）　理念、基本方針が確立・周知されている。
第三者

評価結果

①
1　理念、基本方針が明文化され周知が図られている。 b

□理念、基本方針が法人、施設内の文書や広報媒体（パンフレット、ホームページ
等）に記載されている。

◯

□理念は、法人、施設が実施する養育・支援の内容や特性を踏まえた法人、施設
の使命や目指す方向、考え方を読み取ることができる。

◯

□基本方針は、法人の理念との整合性が確保されているとともに、職員の行動規
範となるよう具体的な内容となっている。

◯

□理念や基本方針は、会議や研修会での説明、会議での協議等をもって、職員へ
の周知が図られている。

◯

□理念や基本方針は、わかりやすく説明した資料を作成するなどの工夫がなさ
れ、子どもや保護者等への周知が図られている。

□理念や基本方針の周知状況を確認し、継続的な取組を行っている。 ◯

【コメント】

第三者評価結果（児童養護施設）

評価実施期間（ア）契約日（開始日）

■　取り組み状況
・１９１２（大正元）年創立の当法人は基本理念を「幸福（しあわせ）」とし、それを支える５つの基本方針と、
それらを具体的に行動していく「職員行動指針」を定め、法人のホームページで明示している。基本理念は、事業
所のリーフレットにも掲載している。
・法人の新任職員研修では、基本理念や法人の沿革等をカリキュラムの一つに位置づけて周知している。
・当事業所では、法人の基本理念等を、冊子「事業概要」（毎年度「基本理念」「基本方針」等のほか「施設の概
要」「支援の概要（事業計画を含む）」「防災関係」「危機管理マニュアル」等を掲載）に明示している。なお、
事業概要は、各職員はもとより、児童相談所、行政、市内の各児童養護施設、学校、実習生、見学者などに配布し
ている。
・法人は、職員行動指針の条文ごとに「強化月間」を位置づけて事業所内に掲示させ、事業所では同指針を職員会
議で唱和している。掲示は、子ども、保護者、地域への周知にもなっている。

■　改善課題
・当事業所では、法人の基本理念をリーフレットに掲載するほか、事業概要の配布によって職員を含めて関係機関
に明示しているが、地域や保護者に対しては特段には周知していない。特に、保護者に対しては慎重である。
・しかし、基本理念等は養育・支援に対する考え方や姿勢を示すものとして重要である、例えば、保護者にも配布
している広報誌『めばえ』に定型的に掲載するなど、周知方法の検討や工夫が求められる。

評価実施期間（イ）評価結果確定日
前回の受審時期（評価結果確定年度）

※【別紙】総評（p.47-49）の通り

　前回の第三者評価同様に、細かく聞き取りを行ってもらったことで、自分たちとしては「やっているつもり」でしたが、ま
だまだ足りない部分が多く見られることに気づくことができました。
　社会的養護を必要とする子どもたちがいる限り、児童養護施設として私たちはそれぞれの役割を見直し、すべての子どもた
ちの幸せにつなげていけるように、最大限の努力を積み上げていきたいと思っています。特に、評価によって指摘された弱い
部分の底上げを図っていきます。
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２　経営状況の把握

（１）　経営環境の変化等に適切に対応している。
第三者

評価結果

① 2　施設経営をとりまく環境と経営状況が的確に把握・分析されてい
る。

b

□社会福祉事業全体の動向について、具体的に把握し分析している。 ◯

□地域の各種福祉計画の策定動向と内容を把握し分析している。 ◯

□子どもの数・子ども像等、養育・支援のニーズ、潜在的に支援を必要とする子ど
もに関するデータを収集するなど、施設（法人）が位置する地域での特徴・変化等
の経営環境や課題を把握し分析している。

◯

□定期的に養育・支援のコスト分析や施設入所を必要とする子どもの推移、利用
率等の分析を行っている。

◯

【コメント】

②
3　経営課題を明確にし、具体的な取組を進めている。 b

□経営環境や養育・支援の内容、組織体制や設備の整備、職員体制、人材育成、
財務状況等の現状分析にもとづき、具体的な課題や問題点を明らかにしている。

◯

□経営状況や改善すべき課題について、役員（理事・監事等）間での共有がなされ
ている。

◯

□経営状況や改善すべき課題について、職員に周知している。 ◯

□経営課題の解決・改善に向けて具体的な取組が進められている。 ◯

【コメント】

■　取り組み状況
・法人本部では隔月に法人内事業所による施設長会議を開催し、それ以外の月には地区別施設長会議および分野別
施設長会議を開催し、それぞれ情勢を分析している。
・児童養護に関する動向は施設長が前任期まで児童養護施設の全国組織の役員であったことから国の施策動向を把
握している。把握した情報は施設長が分析し、職員会議等の機会に適宜職員に伝えている。また、県や市の児童養
護施設関係者の組織の役員を務めており、県内や市内の他の児童養護施設、行政、児童相談所とのつながりも強
く、事業所内に情報提供している。

■　改善課題
・法人の体制と施設長の業務経験とネットワークによって施策動向等を把握・分析し、法人内外にも情報提供して
いる。しかし、今回の第三者評価の実施に伴って行った職員自己評価では「経営環境の変化等に適切に対応」につ
いて、職員の肯定的な回答の割合は約２割であった。職員への周知や理解の促進に課題が伺える。

■　取り組み状況
・民営化して５年目を迎え、行政から引き継いだ建物の老朽化に伴う修繕の必要性が高まっている。また、各ホー
ムの定員の縮小、それに伴う令和３年度の地域小規模児童養護施設の開設など、財務はもとより人材確保・育成も
含めた諸課題があり、施設長が中心となって法人本部と協議しながら管理課長および業務課長と課題の整理と対応
策を検討して取り組んでいる。
・事業所全体に関わる諸課題は隔月開催の運営会議（施設長、業務課長、グループリーダー、事務員、栄養士、自
立支援担当職員、各ホームリーダーによる）、毎月開催の職員会議等の機会を通じて職員間での共有に努めてい
る。
・各ホームでの子どもの生活上のルール見直しなどの支援に関する検討課題は、各現場のグループリーダーとホー
ムリーダーが協議して決定している。

■　改善課題
・事業所全体に関する課題と現場での支援に関する課題のそれぞれについて、取り組む体制が整備されつつあり、
施設長は「落ち着いてきた」ととらえている。
・なお、職員自己評価では「経営課題の明確化と具体的な取り組み」に関する各項目では、職員の肯定的回答の割
合は５割前後であった。職員への周知と理解促進が課題であると考える。さらなる取り組みを期待する。
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３　事業計画の策定

（１）　中・長期的なビジョンと計画が明確にされている。
第三者

評価結果

①
4　中・長期的なビジョンを明確にした計画が策定されている。 b

□中・長期計画において、理念や基本方針の実現に向けた目標（ビジョン）を明確
にしている。

◯

□中・長期計画は、経営課題や問題点の解決・改善に向けた具体的な内容になっ
ている。

◯

□中・長期計画は、数値目標や具体的な成果等を設定することなどにより、実施状
況の評価を行える内容となっている。

□中・長期計画は必要に応じて見直しを行っている。 ◯

【コメント】

②
5　中・長期計画を踏まえた単年度の計画が策定されている。 b

□単年度の計画（事業計画と収支予算）に、中・長期計画（中・長期の事業計画と
中・長期の収支計画）の内容が反映されている。

□単年度の計画は、実行可能な具体的な内容となっている。 ◯

□単年度の事業計画は、単なる「行事計画」になっていない。 ◯

□単年度の事業計画は、数値目標や具体的な成果等を設定することなどにより、
実施状況の評価を行える内容となっている。

【コメント】

■　取り組み状況
・法人では、平成２８（２０１６）年度から令和３（２０２１）年度（同年は「創設１００周年事業構想」の最終
年度にあたる）までの「中期経営政策」を実施中である。この６年間を２年ずつ３期に分け、１期２年を単位に各
期の政策の計画を定めている。令和２（２０２０）年度は第３期の１年目にあたり、法人の経営企画室等が中心と
なって取り組みを進めている。
・事業所では、施設長による「長期計画」（平成２９年度から１０年間の計画）を定めていたが、令和３年度に地
域小規模児童養護施設の開設が前倒しされる見通しとなったことから、令和３年度に新たな計画を示す予定であ
る。
・そのほか、施設長が「社会的養護推進計画に伴う名古屋若松寮の将来像」などを明示し、各ホームの定員縮小と
地域小規模児童養護施設の開設、児童家庭支援センター設置などの構想を掲げている。

■　改善課題
・法人および事業所において中期的な展望のもとに取り組みを進めている。なお、見直しを予定している「長期計
画」、別途定めた「社会的養護推進計画に伴う名古屋若松寮の将来像」は、必ずしも取り組みのプロセスなどを明
示したものではないが、職員に周知し、具体的に地域小規模児童養護施設の開設準備も進んでいる。
・今後、改めて中長期的なビジョンを明示する際には、その実現のための具体的な組織体制、設備、職員体制、人
材育成、財源確保などの課題と解決策を明らかにし、計画的な取り組みにつながる根拠となるように検討すること
を期待する。

■　取り組み状況
・事業計画は、毎年度作成している冊子「事業概要」に「支援の概要」の項目の一つとして掲載している。その内
容は「事業方針」「事業運営基本計画（事業目標）」と「具体的計画」で構成されている。

■　改善課題
・「事業計画」自体は、Ａ４判・１ページの分量で抽象的な記述が多く、取り組みの具体的な実施方法は読み取れ
ない。むしろ事業所では「事業概要」（「施設の概要」「会議・施設内職員研修・子ども会議・委員会活動」「年
間行事」などを掲載）をもって当該年度の取り組みを明示している。
・しかし、職員自己評価では「中・長期計画を踏まえた単年度の計画の策定」について肯定的回答の割合は３割に
満たなかった。評価基準における「事業計画」と事業所における「事業概要」との関係が十分に理解できなかった
ことも想定されるが、いずれにしても事業計画の記述は中・長期計画と連動し、各年度の事業内容や取り組み方法
等の明示が具体的で、しかも年度途中や終了時に職員によって評価が行える内容であることが期待される。さらな
る取り組みを期待する。
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① 6　事業計画の策定と実施状況の把握や評価・見直しが組織的に行わ
れ、職員が理解している。

b

□事業計画が、職員等の参画や意見の集約・反映のもとで策定されている。 ◯

□計画期間中において、事業計画の実施状況が、あらかじめ定められた時期、手
順にもとづいて把握されている。

◯

□事業計画が、あらかじめ定められた時期、手順にもとづいて評価されている。

□評価の結果にもとづいて事業計画の見直しを行っている。 ◯

□事業計画が、職員に周知（会議や研修会における説明等が）されており、理解を
促すための取組を行っている。

◯

【コメント】

②
7　事業計画は、子どもや保護者等に周知され、理解を促している。 c

□事業計画の主な内容が、子どもや保護者等に周知（配布、掲示、説明等）されて
いる。

□事業計画の主な内容を子ども会や保護者会等で説明している。

□事業計画の主な内容を分かりやすく説明した資料を作成するなどの方法によっ
て、子どもや保護者等がより理解しやすいような工夫を行っている。

□事業計画については、子どもや保護者等の参加を促す観点から周知、説明の
工夫を行っている。

【コメント】

■　取り組み状況
・子どもに対しては、事業所の取り組みに関して「子ども会議」で周知することを試みている。
・保護者に対しては、特に説明はしていないが、求めがあれば必要に応じて「事業概要」を配布する場合がある。

■　改善課題
・事業計画の主な内容を、特段に子どもや保護者に対して周知していない。しかし、事業計画は子どもの養育・支
援に関わるものであり、その主な内容について子どもや保護者に周知し、理解を促すための取り組みを行う必要が
ある。
・子どもや保護者への周知にあたっては、必ずしも事業計画そのものでなくともよく、より理解しやすいように資
料などを工夫する配慮も必要である。今後の取り組みを期待する。

（２）　事業計画が適切に策定されている。

■　取り組み状況
・事業計画は業務課長が施設長と協議して原案を作成し、運営会議と職員会議に諮ってまとめている。
・各委員会では、特に年度ごとの取り組みの目標を定めていないが、各委員会の実施項目を明示し、職員会議で共
有している。
・事業の進捗状況は「職員会議」における各委員会からの報告によって共有している。また、中間期には、施設長
が法人に大して年度計画に基づいた進捗状況を報告している。

■　改善課題
・職員自己評価では「事業計画の適切な策定」に関して、職員の肯定的回答の割合は３割前後であった。少数なが
ら「職員が事業計画の内容について理解できていない」「現場職員の参画が不十分である」などの自由意見があっ
た。
・職員が一丸となって取り組み、よりよい成果を達成するには、職員が事業計画をよく理解していることが不可欠
である。現状を踏まえつつ、さらなる取り組みを行うよう期待する。

5



４　養育・支援の質の向上への組織的・計画的な取組

（１）　質の向上に向けた取組が組織的・計画的に行われている。
第三者

評価結果

① 8　養育・支援の質の向上に向けた取組が組織的に行われ、機能して
いる。

b

□組織的にＰＤＣＡサイクルにもとづく養育・支援の質の向上に関する取組を実施
している。

□養育・支援の内容について組織的に評価（C：Check）を行う体制が整備されてい
る。

◯

□定められた評価基準にもとづいて、年に１回以上自己評価を行うとともに、第三
者評価等を定期的に受審している。

◯

□評価結果を分析・検討する場が、施設として位置づけられ実行されている。 ◯

【コメント】

② 9　評価結果にもとづき組織として取り組むべき課題を明確にし、計
画的な改善策を実施している。

b

□評価結果を分析した結果やそれにもとづく課題が文書化されている。

□職員間で課題の共有化が図られている。 ◯

□評価結果から明確になった課題について、職員の参画のもとで改善策や改善計
画を策定する仕組みがある。

□評価結果にもとづく改善の取組を計画的に行っている。

□改善策や改善の実施状況の評価を実施するとともに、必要に応じて改善計画の
見直しを行っている。

【コメント】

■　取り組み状況
・今回の第三者評価の受審は２回目である。前回の受審後は、報告会を開催するとともに、評価結果を全職員に回
覧した。回覧にあたっては、業務課長が「支援ガイドライン」のなかで見直しが必要と思われる部分に印をつけ、
職員が改善を意識できるよう工夫した。なお、改善計画などとして文書化したものは作成してない。
・当事業所では、第三者評価を受審しない年度においては、第三者評価の評価基準を使用し、自己評価を実施して
いる。見直すべき事項があれば、業務課長を中心にグループリーダー、ホームリーダーと検討を行い、業務会議や
職員会議で情報共有している。
・今回の受審結果については、前回同様に「報告会」を開催する方向であり、改善すべきことがあれば職員会議で
検討していく予定である。

■　改善課題
・改善すべき事項があった場合は、業務課長を中心に検討しているが、第三者評価や自己評価の結果を分析・検討
する場や機会が組織的に明確な形で位置づけられているとは言えない状況である。
・今回の受審を契機として、組織的に分析・検討を行い、計画的な改善につながる取り組みとなるよう期待する。

■　取り組み状況
・第三者評価時や自己評価時に改善課題が明らかになった場合には、職員会議で共有している。

■　改善課題
・改善が必要な課題が生じた場合には職員会議などで共有しているが、第三者評価や自己評価に基づく課題や改善
計画などについて、文書化は行っていない。
・第三者評価や自己評価の結果の分析や改善計画の作成は、職員参画のもとに実施すること、改善に向けて計画的
に取り組むことが求められる。今回の受審を契機に、組織的かつ計画的に取り組むことを期待する。
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Ⅱ　施設の運営管理
１　施設長の責任とリーダーシップ

第三者
評価結果

① 10　施設長は、自らの役割と責任を職員に対して表明し理解を図って
いる。

a

□施設長は、自らの施設の経営・管理に関する方針と取組を明確にしている。 ◯

□施設長は、自らの役割と責任について、施設内の広報誌等に掲載し表明してい
る。

□施設長は、自らの役割と責任を含む職務分掌等について、文書化するとともに、
会議や研修において表明し周知が図られている。

◯

□平常時のみならず、有事（事故、災害等）における施設長の役割と責任につい
て、不在時の権限委任等を含め明確化されている。

◯

【コメント】

②
11　遵守すべき法令等を正しく理解するための取組を行っている。 a

□施設長は、遵守すべき法令等を十分に理解しており、利害関係者（取引事業
者、行政関係者等）との適正な関係を保持している。

◯

□施設長は、法令遵守の観点での経営に関する研修や勉強会に参加している。 ◯

□施設長は、環境への配慮等も含む幅広い分野について遵守すべき法令等を把
握し、取組を行っている。

◯

□施設長は、職員に対して遵守すべき法令等を周知し、また遵守するための具体
的な取組を行っている。

◯

【コメント】

■　取り組み状況
・法人における施設長の職務は「児童養護施設（駒方寮・名古屋養育院、名古屋若松寮）運営規程」に定めてい
る。また、事業所においては、年度ごとに「職員職務」を定めるなかで施設長を含む職種別の職務内容を明示し、
職員に配布している。
・施設長は、当事業所が市から事業移管された平成２８（２０１６）年４月に法人内の他の児童養護施設からの異
動で就任して以来、５年目を迎えている。児童養護分野の経験が豊富で、これまでにも全国組織の役員を務めるな
ど、児童養護施設関係ではリーダー的存在としてその役割を果たしてきている。現在も県や市において複数の役職
に就いている。
・子どもの人数が比較的少ないことから「さまざまな新しいことに取り組める」という展望を持って職務にあたる
とともに、少しずつ権限移譲も行ってきている。

■　取り組み状況
・施設長は法人の理事である。法人では「法令遵守規程」および「内部管理体制の基本方針」を定め、同方針では
「理事自ら率先してコンプライアンスの実践を行うとともに、職員に対する啓発を行うこと」と明示している。
・施設長は、全国・県・市のさまざまな会議や研修で最新の法令等に関する情報に触れる機会を持ち、把握した内
容については「運営会議」や「職員会議」などで職員への周知に努めている。

（１）　施設長の責任が明確にされている。
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① 12　養育・支援の質の向上に意欲をもちその取組に指導力を発揮して
いる。

b

□施設長は、養育・支援の質の現状について定期的、継続的に評価・分析を行っ
ている。

◯

□施設長は、養育・支援の質に関する課題を把握し、改善のための具体的な取組
を明示して指導力を発揮している。

◯

□施設長は、養育・支援の質の向上について施設内に具体的な体制を構築し、自
らもその活動に積極的に参画している。

◯

□施設長は、養育・支援の質の向上について、職員の意見を反映するための具体
的な取組を行っている。

◯

□施設長は、養育・支援の質の向上について、職員の教育・研修の充実を図って
いる。

◯

□施設長は、職員の模範となるように、自己研鑽に励み、専門性の向上に努めて
いる。

◯

【コメント】

② 13　経営の改善や業務の実効性を高める取組に指導力を発揮してい
る。

b

□施設長は、経営の改善や業務の実効性の向上に向けて、人事、労務、財務等を
踏まえ分析を行っている。

◯

□施設長は、施設（法人）の理念や基本方針の実現に向けて、人員配置、職員の
働きやすい環境整備等、具体的に取り組んでいる。

◯

□施設長は、経営の改善や業務の実効性の向上に向けて、施設内に同様の意識
を形成するための取組を行っている。

◯

□施設長は、経営の改善や業務の実効性を高めるために施設内に具体的な体制
を構築し、自らもその活動に積極的に参画している。

◯

【コメント】

■　取り組み状況
・施設長は、児童養護施設における業務経験が豊富で、養育・支援の質の向上に意欲を持ち、児童養護施設の置か
れている環境等を踏まえ、ときには資料も配布して職員に対し直接・間接に助言・指導している。平成２８（２０
１６）年４月に民営化し、業務を開始する際には、これまでの他事業所での取り組みを生かして「支援ガイドライ
ン」をまとめ、折々に職員に周知している。
・児童養護施設の業務は経験が非常に重要であるとして、職員に対しては「まずは子どもや親と向き合って自ら取
り組むこと」を求め、行き詰ったら助言する姿勢で臨んでいる。また、基本的には管理職に対して指導的な役割を
期待し、求めがあれば必要に応じて助言するように心がけている。
・職員の育成を図るため、県外の児童養護施設の見学も含めて、外部研修には積極的に参加させている。

■　改善課題
・施設長は養育・支援の質の向上に意欲的に取り組んでいるものの、職員自己評価の結果を勘案して評価を「ｂ」
とした。
・現場のことは基本的に管理職に任せていることが影響している可能性もあるが、職員自己評価の「養育・支援の
質の向上に意欲を持ち、その取り組みに指導力を発揮している」に関して、職員の肯定的回答の割合は３割前後の
項目が複数あった。その原因の分析と職員への周知や合意形成など、さらなる取り組みに期待する。

■　取り組み状況
・市から民間に移管して５年目で、資金の蓄積が十分ではないことから、施設長は「財政的には厳しい」と認識
し、管理課長と相談しつつ、適切な財務管理に努めている。
・市から引き継いだ建物は老朽化し、外壁工事や空調設備工事のための整備財源が必要な状況である。また、令和
３年度に地域小規模児童養護施設の開設を予定しているため、行政や取引先との調整、職員の確保・育成等に腐心
している。
・施設長は、児童養護施設の職員は経験が重要であるという認識のもと、職員を退職させることなくどう次の時代
を担う人材として育成していくかを考え、そのことを自らの課題としている。
・職員に対しては、会議を開き、必要な資料を提供することなどによって、常に啓発するように努めている。

■　改善課題
・職員自己評価では「経営の改善や業務の実効性を高める取り組みに指導力を発揮している」について、職員の肯
定的回答の割合は５割前後であった。職員への周知や合意形成に関して課題があると考える。さらなる取り組みを
期待する。

（２）　施設長のリーダーシップが発揮されている。
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２　福祉人材の確保・育成
第三者

評価結果

① 14　必要な福祉人材の確保・定着等に関する具体的な計画が確立し、
取組が実施されている。

b

□必要な福祉人材や人員体制に関する基本的な考え方や、福祉人材の確保と育
成に関する方針が確立している。

◯

□養育・支援に関わる専門職（有資格の職員）の配置等、必要な福祉人材や人員
体制について具体的な計画がある。

◯

□計画にもとづいた福祉人材の確保や育成が実施されている。 ◯

□施設（法人）として、効果的な福祉人材確保（採用活動等）を実施している。 ◯

（5種別共通）
□各種加算職員の配置に積極的に取り組み、人員体制の充実に努めている。

◯

【コメント】

■　取り組み状況
・人材確保には、法人の人事部が対応している。事業所ごとの職員枠を定めて人員数を管理し、職員の採用が必要
な場合には、各事業所から法人本部に申し入れを行う。
・採用活動は法人が年度ごとに「職員採用計画」を定めて「求められる人材要件」「採用手法」等を明示し、具体
的には「求人イベント（就職説明会、大学や専門学校主催の就職イベントへの参加、求人情報会社や公的機関の就
職イベントなど）」「学校訪問（福祉系大学など）」「選考試験」などを行っている。採用面接は、一次は求職者
が希望する事業所の施設長が行い、最終選考は法人（人事部）が行う。なお、今年度は集団面接ではなく、人数を
絞った上で一人ひとりと面接を行っている。
・非常勤職員は、事業所ごとに採用できる。
・当事業所の場合は応募者が減少しつつあり、採用活動は厳しくなっている。新規職員は再就職で入職する者が多
く、また退職は少ない。なお、令和３年度に地域小規模児童養護施設の開設を予定しているため、若干余剰の職員
配置となっている。

■　改善課題
・法人（人事部）が事業所の意向を踏まえて必要な人材や人員体制に関する方針を定め、組織的・計画的に採用活
動を行っている。
・しかし、職員自己評価では「必要な福祉人材の確保・定着等に関する取り組みの実施」について、職員の肯定的
回答の割合は１～２割前後であった。職員への周知に課題があると考える。さらなる取り組みを期待する。

（１）　福祉人材の確保・育成計画、人事管理の体制が整備されている。
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②
15　総合的な人事管理が行われている。 b

□法人、施設の理念・基本方針にもとづき「期待する職員像等」を明確にし、職員
自らが将来の姿を描くことができるような総合的な仕組みができている。

◯

□人事基準（採用、配置、異動、昇進・昇格等に関する基準）が明確に定められ、
職員等に周知されている。

◯

□一定の人事基準にもとづき、職員の専門性や職務遂行能力、職務に関する成
果や貢献度等を評価している。

◯

□職員処遇の水準について、処遇改善の必要性等を評価・分析するための取組を
行っている。

◯

□把握した職員の意向・意見や評価・分析等にもとづき、改善策を検討・実施して
いる。

◯

【コメント】

■　取り組み状況
・法人では「期待する職員像」として「職員行動指針」を定め、毎年度の事業概要に明示して職員に周知してい
る。また、人事考課制度（職員評価制度）を導入して目標管理と昇格等に反映させている。
・給与については、当事業所を含めて、市内の各社会福祉法人経営の事業所には人件費の一部として公費が支給さ
れていることから、市による「民間福祉俸給」で格付けが決められ、給与等級を独自に変更することができないし
くみとなっている。なお、当法人の事業所であっても、他市にある場合は当然のことながら法人独自の給与表を適
用している。そのため、法人内で市を越えた人事異動で勤務先が変わる場合の給与等級の格付けは、個別に調整し
ている。

■　改善課題
・職員自己評価の結果を勘案し、評価を「ｂ」とした。
・市による給与財源のしくみの影響を受けるとは言え、法人として職員行動指針などによって「期待する職員像」
を示し、人事考課制度によって人事管理を行っている。しかし、職員自己評価では「総合的な人事管理の実施」に
関して、職員の肯定的回答の割合は２～４割程度であった。職員への周知の取り組みを強化するよう期待する。
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① 16　職員の就業状況や意向を把握し、働きやすい職場づくりに取り組
んでいる。

b

□職員の就業状況や意向の把握等にもとづく労務管理に関する責任体制を明確
にしている。

◯

□職員の有給休暇の取得状況や時間外労働のデータを定期的に確認するなど、
職員の就業状況を把握している。

◯

□職員の心身の健康と安全の確保に努め、その内容を職員に周知している。 ◯

□定期的に職員との個別面談の機会を設ける、職員の相談窓口を施設内に設置
するなど、職員が相談しやすいような仕組みの工夫をしている。

◯

□職員の希望の聴取等をもとに、総合的な福利厚生を実施している。

□ワーク・ライフ・バランスに配慮した取組を行っている。

□改善策については、人材や人員体制に関する具体的な計画に反映し実行して
いる。

□福祉人材の確保、定着の観点から、施設の魅力を高める取組や働きやすい職
場づくりに関する取組を行っている。

◯

【コメント】

（２）　職員の就業状況に配慮がなされている。

■　取り組み状況
・法人は、平成２９（２０１７）年度に「総合相談窓口」を開設し、職場環境の改善を図る目的で内容を限定せず
に職員が相談できるしくみを導入した。
・事業所には「安全衛生推進会議」（運営会議のメンバーによる）を設置し、職員のメンタルヘルスなどを所管し
ている。職員の残業時間はグループリーダーと課長が把握している。
・当事業所は、女性職員が多い職場である。産休・育休については基準通りであるが、結婚・出産を契機に退職す
る職員が多い。
・４週８休で、有給休暇以外に厚生休暇が年間１４日、有給休暇は時期を問わず４～５日を連続して取得するよう
に奨励している。当事業所では、グループごとに勤務表を作成するため、それぞれが調整して休暇を取得できるよ
うにしている。
・福利厚生面では、ソウェルクラブに加入しているのでそのサービスが利用できるほか、独自に掛け金を積み立
て、旅行、慶弔、永年勤続表彰などに充てている。

■　改善課題
・法人および事業所として「働きやすい職場づくり」に向けてしくみを整えることに努めている。しかし、交代勤
務のため総合的な福利厚生の提供には苦慮している。また、結婚や出産を契機に退職する職員もいるため、女性職
員が多く働く職場として「長く勤められる環境づくり」という面で課題がある。
・職員自己評価でも「職員の就業状況への配慮」に関し、職員の肯定的回答の割合は２～５割程度であった。職員
の意向をより適切に把握することに努めるなど、さらなる取り組みを期待する。
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①
17　職員一人ひとりの育成に向けた取組を行っている。 b

□施設として「期待する職員像」を明確にし、職員一人ひとりの目標管理のための
仕組みが構築されている。

◯

□個別面接を行う等施設の目標や方針を徹底し、コミュニケーションのもとで職員
一人ひとりの目標（目標項目、目標水準、目標期限）が明確かつ適切に設定され
ている。

◯

□職員一人ひとりが設定した目標について、中間面接を行うなど、適切に進捗状
況の確認が行われている。

◯

□職員一人ひとりが設定した目標について、年度当初・年度末（期末）面接を行う
など、目標達成度の確認を行っている。

◯

【コメント】

② 18　職員の教育・研修に関する基本方針や計画が策定され、教育・研
修が実施されている。

b

□施設が目指す養育・支援を実施するために、基本方針や計画の中に、「期待す
る職員像」を明示している。

◯

□現在実施している養育・支援の内容や目標を踏まえて、基本方針や計画の中
に、施設が職員に必要とされる専門技術や専門資格を明示している。

◯

□策定された教育・研修計画にもとづき、教育・研修が実施されている。 ◯

□定期的に計画の評価と見直しを行っている。

□定期的に研修内容やカリキュラムの評価と見直しを行っている。

【コメント】

（３）　職員の質の向上に向けた体制が確立されている。

■　取り組み状況
・法人は、初代理事長の哲学の一つである「社会福祉は人にあり」という考えを実践するため、職員の育成を最重
点課題と位置づけて「職員行動指針」を明示している。
・また、法人は人事考課制度（職員評価制度）を導入し、目標管理と昇格等に反映させている。各事業所は事業計
画に基づいて当該年度の「施設目標」を定め、それに基づいて「グループ目標」「個人目標」の順に定めている。
個人目標は、各職員が掲げた内容を面接（目標統合面接）で協議し、決定する。目標設定後は、中間評価面接で進
捗状況を確認し、最終評価面接を経て、法人本部が評価結果を決定するしくみである。
・より適切に職員評価制度を運用するため、法人の方針のもと、評価者を対象とする研修を各事業所で実施してい
る。

■　改善課題
・職員自己評価の結果を勘案し、評価を「ｂ」とした。
・法人の「職員評価制度実施要綱」に基づき、人事考課制度（職員評価制度）を運用して目標管理と昇格等への反
映を行っている。しかし、職員自己評価の肯定的回答の割合は「期待する職員像を明確にし、職員一人ひとりの目
標管理のしくみが構築されている」が約３割で「施設の目標や方針を徹底し、コミュニケーションのもとで職員一
人ひとりの目標が明確かつ適切に策定されている」で約５割であった。職員の理解を促進することを含めて、さら
なる取り組みを期待する。

■　取り組み状況
・法人では「職員の育成」を最重点課題と位置付け、年度ごとに「人材育成方針」を定めて明示している。具体的
には、法人主催の研修、各事業所主催の研修、人事評価制度をもって「三位一体の人材育成」と位置づけている。
・法人主催の研修には初任者研修、中堅職員研修、役職などによるグループリーダー研修、専門研修のほか、福祉
実践発表会、資格取得セミナーも実施している（本年度は多くがリモート開催）。なお、当法人の初代理事長が設
立した日本福祉大学（旧：中部社会事業短期大学）とも連携し、専門研修を同大学の教員が担うなど事業交流を
行っている。
・事業所主催の研修としては、外部研修（児童養護施設の全国組織や県組織など）への職員参加を中心に、他の児
童養護施設の見学、ケース検討会などを実施している。

■　改善課題
・法人は、設立以来の考え方として「職員育成」を重視し、体系的な職員育成のしくみを構築している。当事業所
では、外部研修への参加を中心とする取り組みが計画され、年間を通じて３０～４０コースの研修に職員を参加さ
せている。
・一方で、研修計画におけるＯＪＴの位置づけの明確化、事業所内研修の充実は課題である。また、職員自己評価
では「職員の教育・研修に関する基本方針や計画の策定、実施」に関して、職員の肯定的回答の割合は約２割で、
なかでも特に「定期的な評価の見直し」「定期的に研修内容やカリキュラムの評価と見直し」に対する肯定率は２
割に満たなかった。それらの原因分析も含め、さらなる取り組みを期待する。
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③
19　職員一人ひとりの教育・研修等の機会が確保されている。 b

□個別の職員の知識、技術水準、専門資格の取得状況等を把握している。 ◯

□新任職員をはじめ職員の経験や習熟度に配慮した個別的なＯＪＴが適切に行わ
れている。

□階層別研修、職種別研修、テーマ別研修等の機会を確保し、職員の職務や必要
とする知識・技術水準に応じた教育・研修を実施している。

◯

□外部研修に関する情報提供を適切に行うとともに、参加を勧奨している。 ◯

□職員一人ひとりが、教育・研修の場に参加できるよう配慮している。 ◯

（5種別共通）
□スーパービジョンの体制を確立し、職員の専門性や施設の組織力の向上に取り
組んでいる。

◯

【コメント】

① 20　実習生等の養育・支援に関わる専門職の研修・育成について体制
を整備し、積極的な取組をしている。

b

□実習生等の養育・支援に関わる専門職の研修・育成に関する基本姿勢を明文
化している。

◯

□実習生等の養育・支援の専門職の研修・育成についてのマニュアルが整備され
ている。

□専門職種の特性に配慮したプログラムを用意している。

□指導者に対する研修を実施している。 ◯

□実習生については、学校側と、実習内容について連携してプログラムを整備す
るとともに、実習期間中においても継続的な連携を維持していくための工夫を行っ
ている。

◯

【コメント】

■　取り組み状況
・ＯＪＴに関する特段の体制やしくみはなく、若い職員とは可能な限り、リーダーが一緒に仕事し、先輩職員の動
きを学ばせている。新任職員は、当初はベテラン職員と組んで勤務シフトに入り、保護者との面談にも同席して勉
強する。また、人事考課制度のなかで「個人目標」を設定し、期末面接で上司とともに振り返っている。
・外部研修は、県内外の児童養護施設の見学や研修実施機関主催の研修に参加させている。参加対象者は、研修
テーマに応じて施設長と業務課長が判断し、参加を促している。

■　改善課題
・「支援ガイドライン」は明示しているが、ＯＪＴで学習する内容の標準化が十分ではないため、事実上は教える
職員の任意になっている側面がある。他事業所の業務経験がある職員も少なからずいるため、業務の標準化が難し
いという状況もあるが、当事業所としての課題である。
・また、職員自己評価では「職員一人ひとりの教育・研修等の機会の確保」に関する肯定的回答の割合は、各項目
とも５割前後であった。一人ひとりの職員育成に関する課題の検討が求められる。さらなる取り組みを期待する。

（４）　実習生等の養育・支援に関わる専門職の研修・育成が適切に行われている。

■　取り組み状況
・事業所では「実習生等受入要綱」を定めて「実習計画書」「協力内容」「実習期間中の事故防止」「実習生等の
健康診断及び個人情報保護」等を明示し、実習生の受け入れにあたっては個人情報保護に関する「誓約書」を取り
交わしている。
・保育士の実習の受け入れにあたっては、県内の福祉養成校の「実習調整会議」で学校側と受け入れの時期などを
話し合い、調整している。児童養護施設関係と障害福祉施設関係のそれぞれの協議の場があり、児童養護施設の実
習には独特の配慮が必要なため、その特徴を踏まえながら学校側との調整を行っている。なお、今年度の後半か
ら、保育士実習の受け入れは中止している。
・実習生が子どもとかかわることを重視し、朝・夕の１５分程度で振り返りを行い、疑問に応えるよう配慮してい
る。
・社会福祉士の資格を持つ職員が平成２９（２０１７）年度に「実習指導者講習会」を受講し、受け入れ体制を整
えている。なお、今年度は受け入れていない。

■　改善課題
・要綱を定め、養成校側と丁寧に調整しつつ実習生を受け入れ、社会福祉士の実習生の受け入れ体制も整備してい
る。今後の成果を期待する。
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３　運営の透明性の確保
第三者

評価結果

①
21　運営の透明性を確保するための情報公開が行われている。 b

□ホームページ等の活用により、法人、施設の理念や基本方針、養育・支援の内
容、事業計画、事業報告、予算、決算情報が適切に公開されている。

◯

□施設における地域の福祉向上のための取組の実施状況、第三者評価の受審、
苦情・相談の体制や内容について公開している。

◯

□第三者評価の受審結果、苦情・相談の体制や内容にもとづく改善・対応の状況
について公開している。

◯

□法人、施設の理念、基本方針やビジョン等について、社会・地域に対して明示・
説明し、法人、施設の存在意義や役割を明確にするように努めている。

◯

□地域へ向けて、理念や基本方針、施設で行っている活動等を説明した印刷物や
広報誌等を配布している。

◯

【コメント】

② 22　公正かつ透明性の高い適正な経営・運営のための取組が行われて
いる。

a

□施設（法人）における事務、経理、取引等に関するルール、職務分掌と権限・責
任が明確にされ、職員等に周知している。

◯

□施設（法人）における事務、経理、取引等について内部監査を実施するなど、定
期的に確認されている。

◯

□施設（法人）の事業、財務について、外部の専門家による監査支援等を実施して
いる。

◯

□外部の専門家による監査支援等の結果や指摘事項にもとづいて、経営改善を
実施している。

◯

【コメント】

■　取り組み状況
・ホームページは法人が管理している。そこでは「法人の概要」「現況報告書」「事業報告書」「決算書」「社会
貢献の取組み」「苦情の対応」「第三者評価結果」などを公開し、当事業所のホームページとリンクさせている。
・事業所の広報は「広報委員会」が所管し、ホームページを運用している。ホームページでは「子どもたちの生
活」「施設概要」「決算財務諸表」などを掲載しているが、更新は頻回ではない。
・印刷物は、広報誌『めばえ』を発行している（年４回・約１００部）。地域の町会ごとに配布し、各町会内で回
覧されている。また、保護者、卒業生、退寮生（退寮後１年間を目安に）、小・中学校、市役所の所管課、児童相
談所などにも配布している。入所児童の７割が被虐待児のため、どの程度まで幅広く広報すべきかについては慎重
に考え、印刷物である広報誌『めばえ』は、さほど広くは（一般にまでは）配布していない。

■　改善課題
・ホームページによる情報発信を充実させる意向はあるものの、方針が明確ではなく、担当していた職員の退職な
どもあって、取り組みが具体化していない。
・印刷物による広報も含めてた情報公開のあり方について慎重に検討しつつも、事業運営の透明性の確保のための
取り組みの強化を期待する。

■　取り組み状況
・法人として「経理規程」等を定めることで、経理や取り組みに関するルールを明示している。また「法人監査
室」を設置し、内部監査の強化に向け、体制整備に努めている。
・毎年度、会計監査人による監査を実施し、法人による内部監査も高齢・児童養護などの分野ごとに計画的に行っ
ている。児童養護施設は法人内に３カ所あるため、当事業所は３年に１回、監査を受けている。
・内部監査の実施にあたっては「基本業務チェックリスト」などを用いて検証し、指示事項があった場合には法人
の監査室長に対して改善状況を回答している。

（１）　運営の透明性を確保するための取組が行われている。
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４　地域との交流、地域貢献
第三者

評価結果

①
23　子どもと地域との交流を広げるための取組を行っている。 b

□地域との関わり方について基本的な考え方を文書化している。

□子どもの個別的状況に配慮しつつ地域の行事や活動に参加する際、必要があ
れば職員やボランティアが支援を行う体制が整っている。

◯

□施設や子どもへの理解を得るために、地域の人々に向けた日常的なコミュニ
ケーションを心がけている。

◯

□子どもの買い物や通院等日常的な活動についても、定型的でなく個々の子ども
のニーズに応じて、地域における社会資源を利用するよう推奨している。

◯

（児童養護施設）
□学校の友人等が施設へ遊びに来やすい環境づくりを行っている。

◯

【コメント】

② 24　ボランティア等の受入れに対する基本姿勢を明確にし体制を確立
している。

b

□ボランティア受入れに関する基本姿勢を明文化している。 ◯

□地域の学校教育等への協力について基本姿勢を明文化して取り組んでいる。

□ボランティア受入れについて、登録手続、ボランティアの配置、事前説明等に関
する項目が記載されたマニュアルを整備している。

◯

□ボランティアに対して子どもとの交流を図る視点等で必要な研修、支援を行って
いる。

【コメント】

■　取り組み状況
・地域との関係について法人の「職員行動指針」に「地域とのつながりを大切にする」旨を明示している。なお、
事業所として「子どもと地域のかかわり方に関する方針」等は定めていない。
・当事業所が行政から民営化されて以来、毎年度実施している秋の祭り（若松フェスティバル）を子どもと事業所
と地域住民との重要な交流の機会として位置づけている（今年度は中止）。
・地域の子ども会の活動に事業所として参加し、運動会、盆踊りに子どもとともに参加している。また、職員が参
加している地域の大人のソフトボールクラブのメンバーから、子どもたちがソフトボールの指導を受ける機会もあ
る。
・個々の子どもに応じて買い物や通院を行っている。また、子どもの友人等が事業所に遊びに来やすいように、子
ども会活動を通じた地域の親との交流や、小・中学校での親とのかかわりを通じ、できる限り友人が出入りしやす
い環境づくりに努めている。

■　改善課題
・子どもと地域のかかわり方に関する基本的な考えを明確に定めたものはない。しかし、行事や日常の諸活動を通
じて子どもと地域住民がかかわる機会を設け、施設長は「自然なやりとり」を通じた取り組みとなるようにしてい
る。
・事業計画に位置づけることなどの基本方針の明示も含めて、さらなる取り組みを期待する。

■　取り組み状況
・「ボランティア受入要綱」を定め、学習指導、英会話（今年度はリモートで実施）、音楽などで、主に学生を中
心としたボランティアを受け入れている。
・当事業所では清掃などのボランティアの必要性はあるものの、子どもたちが複雑な問題を抱えていることから、
受け入れが難しい側面もあるとしている。

■　改善課題
・子どもの状況に配慮しながらボランティアを受け入れている。施設長は「守秘義務があるなかで受け入れてい
る」としつつ、単なる話し相手ではなく、子どもにとってプラスになる継続的な活動者を受け入れるようにしてい
きたいと考えている。
・ボランティア活動や学校教育への協力活動は、地域と事業所をとつなぐ「架け橋」であり、双方にとって社会資
源として重要である。子どもの状況に十分配慮しながらも、子どもとの直接的なやりとりにとどまらず、事業所内
の環境整備等も含め、ボランティアに期待できる役割を明確にするなどさらなる取り組みを期待する。

（１）　地域との関係が適切に確保されている。
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① 25　施設として必要な社会資源を明確にし、関係機関等との連携が適
切に行われている。

b

□当該地域の関係機関・団体について、個々の子どもの状況に対応できる社会資
源を明示したリストや資料を作成している。

□職員会議で説明するなど、職員間で情報の共有化が図られている。 ◯

□関係機関・団体と定期的な連絡会等を行っている。

□地域の関係機関・団体の共通の問題に対して、解決に向けて協働して具体的な
取組を行っている。

◯

□地域に適当な関係機関・団体がない場合には、子どものアフターケア等を含め、
地域でのネットワーク化に取り組んでいる。

【コメント】

①
26　地域の福祉ニーズ等を把握するための取組が行われている。 b

□施設（法人）が実施する事業や運営委員会の開催、関係機関・団体との連携、
地域の各種会合への参加、地域住民との交流活動などを通じて、地域の福祉ニー
ズや生活課題等の把握に努めている。

◯

【コメント】

（３）　地域の福祉向上のための取組を行っている。

■　取り組み状況
・法人では社会事業貢献推進室を設置し、社会貢献事業を中期経営政策の取組みの一つと位置付けて法人および各
事業所における取組みを促している。
・事業所では職員が子ども会へ参加して中心的な役割を担っており、その活動での地域住民とのやりとりを通じて
地域の子どもに関する課題などを把握する機会となっている。
・行事に地域の人が訪れる際や、事業所内の「交流スペース」（多目的ホール）を町内会の会合に貸し出す機会な
どに地域住民と交流し、地域の福祉ニーズを把握する機会となっている。

■　改善課題
法人の方針でもある地域貢献の取組みを行い、主体的な取組みとまでは言えないが、それらの活動が地域の福祉
ニーズを把握する機会となっている。施設長は、地域支援や子育て支援に繋げていきたい意向を持っており、その
ためには地域の福祉ニーズを積極的・主体的に把握していく取組みが求められる。さらなる取組みを期待する。

（２）　関係機関との連携が確保されている。

■　取り組み状況
・最も連携の深い関係機関は、児童相談所である。当事業所では、必要に応じて児童福祉司と緊密な連絡を取り
合っている。家庭裁判所も子どもの状況をよく承知していて、個々のケースを通じたやりとりがある。市の子ども
福祉課は、市の情報を伝えてくれる。そのほか、保護司（保護観察）、警察、医療機関（子どもの心身の状況に
よっては精神科など）とも連携している。
・幼稚園、小学校、中学校、高校とのやりとりは、各担当職員が行っている。
・難しいケースへの対応が求められる場合には、施設長の持つネットワークを活用して関係機関と連携する機会も
ある。

■　改善課題
・必要な社会資源のリスト化や資料化はしていないが、施設長の持つネットワークも含めて、子どもの状況に応じ
て地域や専門機関との連携に努めている。
・経験の少ない職員に対しては、職員の力量に応じて徐々に社会資源との関係性を身につけていけるよう指導もし
ている。さらなる取り組みを期待する。
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② 27　地域の福祉ニーズ等にもとづく公益的な事業・活動が行われてい
る。

b

□把握した福祉ニーズ等にもとづいて、法で定められた社会福祉事業にとどまらな
い地域貢献に関わる事業・活動を実施している。

◯

□把握した福祉ニーズ等にもとづいた具体的な事業・活動を、計画等で明示してい
る。

□多様な機関等と連携して、社会福祉分野のみならず、地域コミュニティの活性化
やまちづくりなどにも貢献している。

◯

□施設（法人）が有する養育・支援に関するノウハウや専門的な情報を、地域に還
元する取組を積極的に行っている。

□地域の防災対策や、被災時における福祉的な支援を必要とする人びと、住民の
安全・安心のための備えや支援の取組を行っている。

◯

【コメント】

■　取り組み状況
・法人では地域貢献を行う資金である「ハチドリ基金」を設置し、社会事業貢献推進室を設けて体制を整備し、中
期経営の主要な取り組みの一つに位置づけ、地域貢献活動（「ハチドリチャレンジ」と称する）を実施している。
・当事業所では、市内の当法人経営の他の児童養護施設とともに名古屋市社会福祉協議会主催の「なごや・よりど
ころサポート事業」に参加している。同事業は市内の社会福祉法人が協力して行う地域貢献事業であり、当事業所
はそのなかの「なごや・よりどころサポート事業」に参加している。
・事業所は、子ども会の活動や地域の清掃活動（月１回）への参加、地域防災の取り組み（地域に避難所の役割を
担うための非常食の備蓄）、事業所内の交流スペース（多目的ホール）を求めに応じて町内会の会議に貸し出すこ
となど、公益的な活動を行っている。

■　改善課題
・法人は組織的に地域貢献の取り組み強化に努め、当事業所でも開設５年目を迎え、少しずつ地域に向けた取り組
みを広げつつある。
・今後は、事業計画への明示や実施体制の整備なども含めて、さらなる取り組みを行うよう期待する。
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Ⅲ　適切な養育・支援の実施
１　子ども本位の養育・支援

（１）　子どもを尊重する姿勢が明示されている。
第三者

評価結果

① 28　子どもを尊重した養育・支援の実施について共通の理解をもつた
めの取組を行っている。

b

□理念や基本方針に、子どもを尊重した養育・支援の実施について明示し、職員
が理解し実践するための取組を行っている。

◯

□子どもを尊重した養育・支援の実施に関する「倫理綱領」や規程等を策定し、職
員が理解し実践するための取組を行っている。

◯

□子どもを尊重した養育・支援の実施に関する基本姿勢が、個々の支援の標準的
な実施方法等に反映されている。

□子どもの尊重や基本的人権への配慮について、施設で勉強会・研修を実施して
いる。

◯

□子どもの尊重や基本的人権への配慮について、定期的に状況の把握・評価等
を行い、必要な対応を図っている。

◯

【コメント】

② 29　子どものプライバシー保護に配慮した養育・支援が行われてい
る。

b

□子どものプライバシー保護について、社会福祉事業に携わる者としての姿勢・責
務等を明記した規程・マニュアル等が整備され、職員への研修によりその理解が
図られている。

□規程・マニュアル等にもとづいて、プライバシーに配慮した養育・支援が実施され
ている。

□一人ひとりの子どもにとって、生活の場にふさわしい快適な環境を提供し、子ど
ものプライバシーを守れるよう設備等の工夫を行っている。

◯

□子どもや保護者等にプライバシー保護に関する取組を周知している。

【コメント】

■　取り組み状況
・職員の基本姿勢を示す「支援ガイドライン」を作成して職員に配布している。基本姿勢の根幹をなすものとして
「子どもの人権擁護」を掲げ、「プライバシーの保護」「虐待の禁止」「子どもが安心して暮らせる施設の実現を
目指す」としている。支援ガイドラインは全職員に配布し、援助の基本として周知を図っている。
・法人の基本理念・行動指針は「支援ガイドライン」の冒頭に謳っている。１０カ条からなる基本理念は、玄関に
掲示し、また基本理念から毎月のテーマを決めて意識化を促し、職員会議でも触れている。
・権利擁護委員会の企画により、子どもの人権に関する所内研修を実施し、また年２回の「人権擁護チェックリス
ト」の活用により、職員が言動を振り返る機会がある。その結果は施設長が集計し、１回は「弱さ」をテーマに寮
長が報告・指摘を行っている。

■　改善課題
・複数の取り組みを実施しているが、職員自己評価では判断基準「ａ」の評価は５０％と、必ずしも周知が図られ
ているとは言えない状況である。
・行政から移管されて５年目を迎え、子どもを尊重した養育・支援が定着してきているなかで、そうした職員のこ
れまでの経験値を活かし、養育・支援の標準的な実施方法の文書化に反映させること、すなわちマニュアル化が課
題である。取り組みを期待する。

■　取り組み状況
・当事業所はユニット型で２つのグループからなり、１グループは２ホーム（１ホーム６名程度）で構成されてい
る。加えて、地域小規模児童養護施設が１ホーム（定員６名）となっている。各ホームはグループリーダーを中心
に異年齢で構成している。「支援ガイドライン」には、子どもがよりよい生活を送るために守るべきルールとして
「個人的な秘密は守る」と記載し、プライバシーの保護に触れている。また、入所時に児童相談所から渡される
『子どもの権利ノート』には「あなたのプライバシーは守られる。その権利がある」と謳っている。そしてこの
『子どもの権利ノート』は各ユニットのリビングに設置し、いつでも見られるようにしている。
・一定以上の年齢（中高校生）は個室で生活している。職員が個室に立ち入る際は、許可を得ている。
・幼児や低学年以外の子どもの入浴は、基本的に個浴としている

■　改善課題
・支援ガイドラインを具体化するための一つの取り組みと考えられる養育・支援のマニュアルや手引書を作成する
際には「プライバシー保護」の視点を盛り込み、配慮するように期待する。
・利用者調査では、プライバシー保護の視点について「いいえ」とするコメントがあった。改善の取り組みを期待
する。
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① 30　子どもや保護者等に対して養育・支援の利用に必要な情報を積極
的に提供している。

b

□理念や基本方針、養育・支援の内容や施設の特性等を紹介した資料を準備して
いる。

□施設を紹介する資料は、言葉遣いや写真・図・絵の使用等で誰にでもわかるよう
な内容にしている。

□施設に入所予定の子どもや保護者等については、個別にていねいな説明を実
施している。

◯

□見学等の希望に対応している。 ◯

□子どもや保護者等に対する情報提供について、適宜見直しを実施している。

【コメント】

② 31　養育・支援の開始・過程において子どもや保護者等にわかりやす
く説明している。

b

□子どもや保護者等が自らの状況を可能な限り認識し、施設が行う養育・支援に
ついてできるだけ主体的に選択できるよう、よりわかりやすくなるような工夫や配慮
をして説明している。

◯

□養育・支援の開始・過程における養育・支援の内容に関する説明と同意にあたっ
ては、子どもや保護者等の自己決定を尊重している。

◯

□養育・支援の開始・過程においては、子どもや保護者等の同意を得たうえでその
内容を書面で残している。

◯

□意思決定が困難な子どもや保護者等への配慮についてルール化され、適正な
説明、運用が図られている。

【コメント】

■　取り組み状況
・事業所の情報は、ホームページ、リーフレット、広報誌『めばえ』で提供している。ホームページ、リーフレッ
トは、ともに事業所の基本方針、沿革、施設の概要、一日の生活や年間の行事予定等を掲載している。
・リーフレットは、市内の児童相談所、自治体の所轄課に置いている。広報誌は、子どもの保護者、寄贈者、児童
相談所等の関係機関へ配布している。広報誌には職員が交代で「子どもへの思い」「支援への思い」「行事の様
子」のほか、学校や事業所の予定を「お知らせ」として明るいタッチで書き、伝えている。
・入寮（入所）予定者については、リーダー層が児童相談所を訪ねるか、もしくは施設見学を兼ねて児童相談所の
職員とともに来所してもらう。その際は「生活のしおり」（名古屋若松寮のくらし）を使い、一日の生活の流れや
お小遣いなどの基本ルール、年間行事予定等を子どもの年齢に合わせて説明することを心がけている。見学者から
は「自由度が高い」「安心」などと感想を伝えられるとのことである。
・「生活のしおり」の内容変更は権利擁護委員会が担当し、見直している。

■　改善課題
・イラストや読み仮名をつけるなどして、わかりやすさに配慮しているが、一種類のみの作成のため、年齢幅の広
さに対応し切れていない。年齢に見合った説明資料を準備する必要がある。また、意思決定が困難な子どもや保護
者への配慮として、理解できる資料を準備ことも望まれる。

■　取り組み状況
・支援の開始前に職員間で相談し、まず見学を勧め、ショートステイを利用してもらうことがある。年齢などから
ユニットになじめない場合は断る場合もある。
・保護者の同意は児童相談所が得ているため、養育内容について当事業所が保護者に直接説明する場は少ない。
・入寮に至った経緯については、児童相談所からの情報に基づき「児童現況調査票及び自立支援計画書」に記載し
ている。また、養育・支援開始時の記録を残すようにしている。
・子どもへの説明には「生活のしおり」を使い、子ども・親の能力に応じて図にしながら、わかりやすく伝えるこ
とを心がけている。そのなかで、私物の整理場所なども説明している。
・子どもや保護者の持つ問題・課題を判断し、保護者と職員の定期的な面談、あるいは児童相談所ケースワーカー
と保護者の面談により、養育・支援内容を説明している。

■　改善課題
・保護者と児童相談所ケースワーカーとの面談時に際し、子どもの状況を報告するしくみを検討するよう期待す
る。

（２）　養育・支援の実施に関する説明と同意（自己決定）が適切に行われている。
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③ 32　養育・支援の内容や措置変更、地域・家庭への移行等にあたり養
育・支援の継続性に配慮した対応を行っている。

b

□養育・支援の内容の変更にあたり、従前の内容から著しい変更や不利益が生じ
ないように配慮されている。

□他の施設や地域・家庭への移行にあたり、養育・支援の継続性に配慮した手順
と引継ぎ文書を定めている。

◯

□施設を退所した後も、施設として子どもや保護者等が相談できるように担当者や
窓口を設置している。

□施設を退所した時に、子どもや保護者等に対し、その後の相談方法や担当者に
ついて説明を行い、その内容を記載した文書を渡している。

【コメント】

（３）　子どもの満足の向上に努めている。
第三者

評価結果

① 33　子どもの満足の向上を目的とする仕組みを整備し、取組を行って
いる。

b

□子どもの満足に関する調査が定期的に行われている。

□子どもへの個別の相談面接や聴取等が、子どもの満足を把握する目的で定期
的に行われている。

□職員等が、子どもの満足を把握する目的で、子ども会等に出席している。 ◯

□子どもの満足に関する調査の担当者等の設置や、把握した結果を分析・検討す
るために、子ども参画のもとで検討会議の設置等が行われている。

□分析・検討の結果にもとづいて具体的な改善を行っている。

【コメント】

■　取り組み状況
・昨年までは、退寮した子どもたちが帰れる場所として「ＯＢの集い」を事業所の行事「フェステイバル」への参
加後に開催してきた。１８歳以上が対象で、パーティ形式を取り入れ、卒園者たちは懐かしさ等で大いに盛り上
がった。今年度は「コロナ禍」で実施できなかったが、今後も継続していく方針である。
・昨年度の退寮者は、卒園１名、家庭復帰２名であった。退寮者に対しては、自立支援担当者や家庭復帰担当者が
中心になって「退所後援助計画」により、児童相談所等と連携しながらアフターフォローを行っている。その様子
は、毎月の職員会議で報告している。
・退寮時には、社会生活をするにあたって必要な手続きについて「退寮に伴う手続き等」で項目化・文書化して示
している。また、特に退寮した子どもや保護者が相談する窓口の設置はないが、口頭で「いつでも相談が受けられ
る」旨を伝え、送り出している。
・退寮時は、市の「児童養護施設等退所児童就労支援事業」のリーフレットを配布して紹介し、退寮後のアフター
ケア、転職・離職、生活・法律相談などの各種相談を受け付ける事業を紹介している。

■　改善課題
・養護性の高い状態で退寮した子どもの事情を踏まえ、退寮後の相談の方法等については文書で手渡しする等の具
体的な配慮が求められる。
・また、移行先への情報提供の方法として、その手順、提供する情報の内容、文書づくり等について標準化する必
要がある。

■　取り組み状況
・年１回の「子ども会議」を子どもの意見を把握する機会にしているが、満足度調査の実施には至っていない。嗜
好調査や支援計画の作成時に個別ヒアリングを実施し、困ったことや意見を聞いている。また、支援計画作成時の
面接時など、年１回は「暴力を見たか、受けたか」を話題にし、意見を把握している。
・寮内の子ども会議ではないが、地域の子どもを巻き込んだ「子ども会」が年数回開催され、当事業所がこの会の
委員長を担当している。会には職員も参加し、子どもの地域生活と施設生活との違いを知ることで、その特徴から
子どもの満足度を把握している。

■　改善課題
・今回の第三者評価における「子どもアンケート」の結果は全体的に「はい」の回答は高いが、改めて結果を分析
し、養育・支援の改善に生かすことを期待したい。
・また、定期的な満足度調査の体制づくりと、調査結果等を通じた改善課題の発見や改善結果の評価・見直しにつ
ながる取り組みが求められる。
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①
34　苦情解決の仕組みが確立しており、周知・機能している。 b

□養育・支援の実施等から生じた苦情に適切に対応することは責務であることを
理解し、苦情解決の体制（苦情解決責任者の設置、苦情受付担当者の設置、第三
者委員の設置）が整備されている。

◯

□苦情解決の仕組みをわかりやすく説明した掲示物が掲示され、資料を子どもや
保護者等に配布し説明している。

◯

□苦情記入カードの配布やアンケート（匿名）を実施するなど、子どもや保護者等
が苦情を申し出しやすい工夫を行っている。

◯

□苦情内容については、受付と解決を図った記録を適切に保管している。 ◯

□苦情内容に関する検討内容や対応策、解決結果等については、子どもや保護
者等に必ずフィードバックするとともに、苦情を申し出た子どもや保護者等のプライ
バシーに配慮したうえで、公開している。

□苦情相談内容にもとづき、養育・支援の質の向上に関わる取組が行われてい
る。

◯

【コメント】

② 35　子どもが相談や意見を述べやすい環境を整備し、子ども等に周知
している。

b

□子どもが相談したり意見を述べたりする際に、複数の方法や相手を自由に選べ
ることをわかりやすく説明した文書を作成している。

◯

□子どもや保護者等に、その文書の配布やわかりやすい場所に掲示する等の取
組を行っている。

□相談をしやすい、意見を述べやすいスペースの確保等の環境に配慮している。 ◯

【コメント】

■　取り組み状況
・臨床心理士が常駐し、一緒に子どもと夕飯を食べるなど、子どもがどの職員とも気楽に相談できる雰囲気をつく
るようにしている。職員との買い物時や入浴支援を受けているとき、気の合う職員が夜勤のときに、相談している
子どももいる。また、寮長に直接相談する子どももいる。
・「生活のしおり」に「みんなの思いを伝える場所」として、日常的に接する職員以外の相談場所として市内の児
童相談所、市の子ども福祉課等を記載し、入所時に説明している。
・施設内で他の子どもに知られずに相談したい場合を想定し、相談室を設置している。

■　改善課題
・相談者を自由に選べるしくみがわかる文書の作成とその掲示を行うこと、また発達段階や能力に沿い、意思表示
が難しい子どもへの対応についても、さらなる検討が求められる。

（４）　子どもが意見等を述べやすい体制が確保されている。

■　取り組み状況
・当事業所では、苦情受付担当者、苦情解決責任者、第三者機関を明確にしている。
・「生活のしおり」の「みんなの思いを伝える場所」として、匿名性が担保された意見箱を設置している。また、
職員に対しては相談しづらい場合に、職員以外に相談できる場所として、児童相談所、市役所子ども福祉課、苦情
相談センターの電話番号を記載している。意見箱は週１回権利擁護委員会が点検し、内容により直接面接して意見
を聞いている。さらに、職員会議で検討し、また「子ども会」でも取り上げている。
・保護者に対しては「苦情解決サービスについて」として、苦情受付担当者、苦情解決責任者、第三者機関（福祉
サービス苦情相談センター）のそれぞれの連絡先と苦情解決の方法を文書にし、提供している。
・苦情や困っていることを自由に記載し、市の子育て支援部子ども福祉課宛に出せるはがきが、毎年配布されてい
る。そのはがきに事業所名は記載されるが、子どもは無記名でよいことになっている。
・法人のホームページに、法人が運営する保育施設から高齢者施設に至るまでの苦情内容と対応策を一部情報公開
しているが、平成３０年度までである。当事業所としては、法人と行政への報告は寮長が判断している。

■　改善課題
・苦情解決状況の公開の適切性の判断について、さらに検討することを期待する。
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③ 36　子どもからの相談や意見に対して、組織的かつ迅速に対応してい
る。

b

□職員は、日々の養育・支援の実施において、子どもが相談しやすく意見を述べ
やすいように配慮し、適切な相談対応と意見の傾聴に努めている。

◯

□意見箱の設置、アンケートの実施等、子どもの意見を積極的に把握する取組を
行っている。

□相談や意見を受けた際の記録の方法や報告の手順、対応策の検討等について
定めたマニュアル等を整備している。

□職員は、把握した相談や意見について、検討に時間がかかる場合に状況を速や
かに説明することを含め迅速な対応を行っている。

◯

□意見等にもとづき、養育・支援の質の向上に関わる取組が行われている。

□対応マニュアル等の定期的な見直しを行っている。

【コメント】

■　取り組み状況
・当事業所では、毎月「全体子ども会議」（小学生・中高生をグループ分け）、「ホーム子ども会議」（各ホーム
単位）が職員も参加して組織され、生活上のルールや行事について話し合っている。この会議では、自由に意見を
述べることができる。そこで出された意見については、その場で解決できる事項、職員が検討して決定する事項が
ある。
・子ども会議で出された意見には「子ども用Ｗｉ-Ｆｉの設置」「携帯電話所持開始時期を早めてほしい」などがあ
り、これらについて職員間で検討し、対応している。
・意見箱を設置して以来、時どき意見が入れられている。権利擁護委員会が点検している。氏名が書かれているこ
ともあり、速やかに直接対応している。

■　改善課題
・相談についてマニュアル等の整備はなく、職員間の周知にとどまっている。
・各「子ども会」の会議録によれば、行事や食事に関する要望のほかは、内容の多くは事業所側からの報告になっ
ている。子どもの意見を引き出すための取り組み、主体性を培う機会としていく工夫を期待する。
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（５）　安心・安全な養育・支援の実施のための組織的な取組が行われている。
第三者

評価結果

① 37　安心・安全な養育・支援の実施を目的とするリスクマネジメント
体制が構築されている。

b

□リスクマネジメントに関する責任者の明確化（リスクマネジャーの選任・配置）、リ
スクマネジメントに関する委員会を設置するなどの体制を整備している。

□事故発生時の対応と安全確保について責任、手順（マニュアル）等を明確にし、
職員に周知している。

□子どもの安心と安全を脅かす事例の収集が積極的に行われている。

□収集した事例をもとに、職員の参画のもとで発生要因を分析し、改善策・再発防
止策を検討・実施する等の取組が行われている。

◯

□職員に対して、安全確保・事故防止に関する研修を行っている。

□事故防止策等の安全確保策の実施状況や実効性について、定期的に評価・見
直しを行っている。

【コメント】

■　取り組み状況
・事業所内にリスクマネジャーは定められていない。インシデントやアクシデントは一定の報告書に記載し、運営
会議や業務課会議で取り扱う。また、子どもの安全管理は安全衛生推進会議で扱っている。火災・防犯・災害への
対策は「防災・防犯委員会」で取り扱うことにしている。
・事故が発生した場合は積極的に情報を収集し、特別ケース会議を開催して対策を検討する。その結果は職員会議
で報告している。また、関連する外部研修にも職員を参加させている。
・公的機関からの事業引き継ぎ時に事業所内のハザード（危険性）について検討し、隣接する高齢者施設との間に
防護ネットを設置したほか、玄関を中心に防犯カメラを導入している。

■　改善課題
・リスク分野として「不審者侵入対応」「地震災害時行動」「子どもが暴れたときの対応」「事故対応」「感染症
発生時」のマニュアルがある。しかし、これらのマニュアルの多くは、対応のフロー図や流れを示す内容にとどま
る。リスクは緊急に発生することが多いため、具体的な取り組みや対応、留意点などの記載が必要である。改善を
期待する。
・幼児から思春期を迎えた子どもまで幅広い年齢の子どもを養育する現場として、また多様な課題を持つ子どもが
共同生活を営む状況からも、当事業所ではさまざまなリスクが想定されるが、全体的にリスクマネジメント体制が
不足している。リスクの内容・要因の分析、対策の検討など、さらなる取り組みを期待する。
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② 38　感染症の予防や発生時における子どもの安全確保のための体制を
整備し、取組を行っている。

b

□感染症対策について、責任と役割を明確にした管理体制が整備されている。 ◯

□感染症の予防と発生時等の対応マニュアル等を作成し職員に周知徹底するとと
もに、定期的に見直している。

□担当者等を中心にして、定期的に感染症の予防や安全確保に関する勉強会等
を開催している。

◯

□感染症の予防策が適切に講じられている。

□感染症が発生した場合には対応が適切に行われている。 ◯

【コメント】

③ 39　災害時における子どもの安全確保のための取組を組織的に行って
いる。

b

□災害時の対応体制が決められている。 ◯

□立地条件等から災害の影響を把握し、発災時においても養育・支援を継続する
ために「事業継続計画」（ＢＣＰ）を定め、必要な対策・訓練等を行っている。

□子ども及び職員の安否確認の方法が決められ、すべての職員に周知されてい
る。

◯

□食料や備品類等の備蓄リストを作成し、管理者を決めて備蓄を整備している。 ◯

【コメント】

■　取り組み状況
・コロナ禍に法人・行政から配布される関連資料は職員に配布し、感染対策に取り組んでいる。
・保健衛生委員会が研修会を開催している。看護師の来訪を得て職員に講義してもらったり、吐物処理キットの使
用方法を周知し、各グループごとに配置している。
・感染症好発期には、保護者の了解を得て、予防接種（インフルエンザ）を受けている。職員も同様に予防接種を
受けている。
・施設長を「感染管理責任者」とし、感染症が発生した場合は厚生労働省の局長通知「社会福祉施設等における感
染症等発生時に係る報告について」の内容を遵守し、適切に所轄の保健所に届けるとしている。
・感染症を疑われる子どもは、個室の場合はそれぞれの居室で、多数室の子どもは静養室で一定期間、隔離するこ
とにしている。
・行政が開催する「保健衛生研修」に参加し、感染症に関する学びの機会としている。

■　改善課題
・感染症の予防と発生時の手順書を作成しているが、その定期的な内容の見直しについては取り組まれていない。
計画的な取り組みを期待する。
・対応マニュアル、吐物キットの定期的な検討は、役割を決め、確実に実行する必要がある。全職員を対象にした
ノロウイルス対応の研修の開催や、集団生活に鑑みて「感染症発生時の蔓延を防ぐ具体的な手立てを専門的に学ぶ
機会」などの計画化が求められる。

■　取り組み状況
・防災防犯委員会がある。毎年度作成する事業概要内の「防災関係」の章立ては「１．防火体制」「２．災害対策
組織」「３．地震災害時行動マニュアル」としている。防火体制や災害対策組織では、施設長を総責任者として、
職員ごとの役割をフロー図に示している。また「地震災害時行動マニュアル」は、地震感知後の職員・子どもの動
きについて、避難場所、災害用伝言ダイヤルの使用などについて、具体的に示している。
・立地を考慮して月１回の避難訓練を実施し、そこには毎回３０名前後の子どもが参加している。また、年１回は
法人全体で参加する９月１日の「防災の日」の避難訓練を予定し、消防署から実践的な指導を受けているが、今年
度はコロナ禍で実施できなかった。
・備蓄は、栄養士がリストを作成して管理している。各ユニットには、防災物品が整備されている。

■　改善課題
・災害発生時には地域との協力・連携が不可欠であるが、防災協定、合同避難訓練などは実施されていない。その
ため、事業所としても課題として認識している。ＢＣＰ（事業継続計画）の策定は、法人として作成中とのことで
あり、今後の成果に期待する。
・職員自己評価の「子ども・職員の安否の確認方法が決められ、すべての職員に周知されたいるか」は「はい」の
回答が４２．３％である。周知徹底を期待する。
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２　養育・支援の質の確保

（１）　養育・支援の標準的な実施方法が確立している。
第三者

評価結果

① 40　養育・支援について標準的な実施方法が文書化され養育・支援が
実施されている。

c

□標準的な実施方法が適切に文書化されている。

□標準的な実施方法には、子どもの尊重や権利擁護とともにプライバシーの保護
に関わる姿勢が明示されている。

□標準的な実施方法について、研修や個別の指導等によって職員に周知徹底す
るための方策を講じている。

□標準的な実施方法にもとづいて実施されているかどうかを確認する仕組みがあ
る。

【コメント】

②
41　標準的な実施方法について見直しをする仕組みが確立している。 c

□養育・支援の標準的な実施方法の検証・見直しに関する時期やその方法が施設
で定められている。

□養育・支援の標準的な実施方法の検証・見直しが定期的に実施されている。

□検証・見直しにあたり、自立支援計画の内容が必要に応じて反映されている。

□検証・見直しにあたり、職員や子ども等からの意見や提案が反映されるような仕
組みになっている。

【コメント】

■　取り組み状況
・実施方法の標準化に取り組み始めたところであり、見直しの基準やその時期の検討については未着手である。

■　改善課題
・「支援ガイドライン」また既に作成している「危機管理マニュアル」や「感染症に関する手順書」等は、少なく
とも年１回は見直す方針が求められる。
・見直しに際しては、マニュアル類は、改訂日の記載、見直し結果の変更点を職員が理解できることが課題であ
る。検討を期待する。

■　取り組み状況
・当事業所では、支援の標準化と支援観の統一を課題として「支援ガイドライン」を作成し、全職員が所持してい
る。支援ガイドラインの内容は「第１．職員の基本姿勢」「第２．養育及び自立支援への具体的な指針」「第３．
より良い生活を送るために子どもが守るルール」に大別され、それぞれの記述がある。
・業務推進にあたって手順化した内容には「児童管理システム」「記録の書き方」「引継ぎ」「予定表について」
「入所に伴う手続き等」「退寮に伴う手続き等」がある。また「リスク分野」や「法令遵守」のマニュアルがあ
る。

■　改善課題
・支援ガイドラインは「指針」を示したものであるため、さらにこの指針に基づく「具体的な養育・支援の実施方
法の明確化」すなわち「標準的な実施方法の具体化」が求められる。標準化が必要な分野と、その内容を検討する
委員会・プロジェクトチームについて検討し、実践していくことを期待する。なお、作成した文書は活用すること
が重要である。例えば、職員教育への活用についても検討を期待する。
・現在の入寮者に３歳児未満はいない。３歳以上も３名であり、会話を通じて養育、かかわりができている。今
後、３歳児未満の子どもが入寮してくることを考えたときに、職員間で共通した養育が実施できるように、現時点
から標準化に取り組むことが求められる。
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① 42　アセスメントにもとづく個別的な自立支援計画を適切に策定して
いる。

b

□自立支援計画策定の責任者を設置している。 ◯

□アセスメント手法が確立され、適切なアセスメントが実施されている。

□部門を横断したさまざまな職種の関係職員（種別によっては施設以外の関係者
も）が参加して、アセスメント等に関する協議を実施している。

□自立支援計画には、子ども一人ひとりの具体的なニーズ、具体的な養育・支援
の内容等が明示されている。

□自立支援計画を策定するための部門を横断したさまざまな職種による関係職員
（種別によっては組織以外の関係者も）の合議、子どもの意向把握と同意を含んだ
手順を定めて実施している。

□支援困難ケースへの対応について検討し、積極的かつ適切な養育・支援が行わ
れている。

◯

【コメント】

②
43　定期的に自立支援計画の評価・見直しを行っている。 b

□自立支援計画どおりに養育・支援が行われていることを確認する仕組みが構築
され、機能している。

□自立支援計画の見直しについて、見直しを行う時期、検討会議の参加職員、子
どもの意向把握と同意を得るための手順等、組織的な仕組みを定めて実施してい
る。

◯

□見直しによって変更した自立支援計画の内容を、関係職員に周知する手順を定
めて実施している。

◯

□自立支援計画を緊急に変更する場合の仕組みを整備している。

□自立支援計画の評価・見直しにあたっては、標準的な実施方法に反映すべき事
項、養育・支援を十分に実施できていない内容（ニーズ）等、養育・支援の質の向
上に関わる課題等が明確にされている。

【コメント】

（２）　適切なアセスメントにより自立支援計画が策定されている。

■　取り組み状況
・アセスメントとそれに続く自立支援計画は児童相談所が指定した様式で「児童現況調査表及び児童自立支援計画
票」としてアセスメントと自立支援計画の部分が混在している。様式は「児童の現状と当面の課題」「家庭状況」
の２つに大別され、それぞれに下位項目を記述する形式である。
・自立支援計画の作成者は、利用者ごとに担当職員を決める。担当職員は、子どもからヒアリングして意向を把握
している。ホーム責任者と相談しながら自立支援計画をまとめ、グループリーダに上申し、最終的に施設長が確認
して決済している。このような手順で作成した自立支援計画は、毎年、児童相談所に提出している。また、支援困
難ケースについては、児童相談所と協議しながら支援内容を検討している。
・なお、自立支援計画は、子どもの持つ強みに着目し、社会的な自立を目標に作成する方針である。

■　改善課題
・職員自己評価の「アセスメント及び計画作成への他の職員の関わり」について「はい」の回答は１９.２％にとど
まる。ホームの担当者に限らない関係職種や関係者のかかわり、その必要性について検討することを期待する。
・アセスメント項目や内容のほか、自立支援計画についても検討し、職員が支援に取り組みやすい計画にしていく
ことが求められる。

■　取り組み状況
・今年度から、自立支援計画の見直しは６カ月ごととし、作成した自立支援計画は児童相談所に提出することに
なっている。
・年度途中で見直しが必要となった事項については、一定の様式の「見直した項目と事項」の欄や「変化のあった
事項と評価」の欄に記載し、内容を各ホームで共有している。また、職員会議で全体に周知している。

■　改善課題
・計画の見直しにあたっての具体的な手順は定まっていない。
・モニタリングを経て再アセスメントし、計画変更していくプロセスを標準化するとともに、文書化などによって
明確化すること、かつ実践することが望まれる。
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① 44　子どもに関する養育・支援の実施状況の記録が適切に行われ、職
員間で共有化されている。

b

□子どもの身体状況や生活状況等を、施設が定めた統一した様式によって把握し
記録している。

◯

□自立支援計画にもとづく養育・支援が実施されていることを記録により確認する
ことができる。

□記録する職員で記録内容や書き方に差異が生じないように、記録要領の作成や
職員への指導等の工夫をしている。

◯

□施設における情報の流れが明確にされ、情報の分別や必要な情報が的確に届
くような仕組みが整備されている。

□情報共有を目的とした会議の定期的な開催等、部門横断での取組がなされてい
る。

□パソコンのネットワークシステムの利用や記録ファイルの回覧等を実施して、施
設内で情報を共有する仕組みが整備されている。

◯

【コメント】

②
45　子どもに関する記録の管理体制が確立している。 b

□個人情報保護規程等により、子どもの記録の保管、保存、廃棄、情報の提供に
関する規定を定めている。

◯

□個人情報の不適正な利用や漏えいに対する対策と対応方法が規定されてい
る。

◯

□記録管理の責任者が設置されている。 ◯

□記録の管理について個人情報保護の観点から、職員に対し教育や研修が行わ
れている。

□職員は、個人情報保護規程等を理解し、遵守している。 ◯

□個人情報の取扱いについて、子どもや保護者等に説明している。

【コメント】

■　取り組み状況
・記録管理の責任者は施設長とし、法人が定める「個人情報保護規定」「個人情報取り扱い規程」に、子どもの記
録の保管、廃棄・開示の方法を明記している。
・職員に対しては、入職時に「離職後も個人情報保護の義務が生じる」旨を内容にした誓約書を取り交わしてい
る。ボランティア、実習生についても、同趣旨の取り扱いを明文化している。

■　改善課題
・個人情報保護について職員に指導すること、および子ども・保護者へその取り扱いについて説明することが必要
である。

（３）　養育・支援の実施の記録が適切に行われている。

■　取り組み状況
・支援実施記録はパソコン入力されている（児童記録システム）。これは、どの部署からも入力・閲覧が可能な
ネットワークシステムであり、職員間の情報共有が容易となっている。ユニットに１台の、パソコンを設置してい
る。
・記録については、リーダー層が標準化を目指して指導している。指導内容は、起承転結を意識しながら客観的事
実を記載すること、子ども個々の目標や行動特性・発達状況に焦点を絞って「何があったのか」「どのように対応
したのか」「その結果どうなったのか」等の経過を記載すること、としている。ただし、現状は指導が徹底され
ず、職員の経験値の違いよると思われる差異も見られ、モニタリングの根拠としては不足が感じられる。
・記録すべき内容ではないが「記録の書き方」を手順化・文書化している。内容は具体的であり、記載の統一が得
られている。

■　改善課題
・自立支援計画の実施状況を記録によって確認するには、記録システムあるいは自立支援計画の改変とともに、職
員に対する「記録の標準化への指導」の徹底が求められる。今後の取り組みを期待する。
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Ａ－１　子どもの権利擁護、最善の利益に向けた養育・支援

（１）　子どもの権利擁護
第三者

評価結果

①
A1　子どもの権利擁護に関する取組が徹底されている。 c

□子どもの権利擁護について、規程・マニュアル等が整備され、職員の理解が図
られている。

◯

□子どもの権利擁護に関する取組が周知され、規程・マニュアル等にもとづいた養
育・支援が実施されている。

◯

□権利擁護に関する取組について職員が具体的に検討する機会を定期的に設け
ている。

□権利侵害の防止と早期発見するための具体的な取組を行っている。

□子どもの思想・信教の自由について、最大限に配慮し保障している。 ◯

【コメント】

内容評価基準（25項目）  

■　取り組み状況
・子どもの権利擁護については「支援ガイドライン」に記載されている。その「養育及び自立支援の具体的指針」
の章で、具体的に体罰・差別・セクシュアルハラスメントを表題に取り上げている。職場内では「支援ガイドライ
ン」の読み合わせを実施している。
・職員が自らの行動を見直すための「人権擁護チェックリスト」は、年２回実施している。施設長は「一度でも心
当たりがあれば正直に記載すること」を奨励している。それによって「誰にでもあること」「そこを認めるところ
から改善が始まること」を職員には伝え、職員にも自分を正直に見詰め直す様子が見られるようになってきてい
る。
・権利擁護委員会では、実施方法の検討・改善を毎年行っているが、今年度は「子どもの意向」などを把握する機
会として、子ども会議の開催、意見箱、年３回のヒアリングを実施している。また、自治体実施の「権利ノート」
「権利侵害を訴えるためのはがき」についての説明会も実施している。

■ 改善課題
・「支援ガイドライン」については読み合わせ等を実施しているが、さらに真意を深く理解できるように、一層の
工夫と周知が必要であると事業所は考えている。その着実な実践を期待する。
・子どもからのヒアリング方法は、年々改善・工夫を重ねてきている。本人自身のことは言い淀んでも、他の子ど
ものことを話す等の様子がわかるようになり「子どもの権利について、多角的に捉えられるようになってきてい
る」と事業所は捉えている。今後のさらなる工夫・改善を期待する。
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① A2　子どもに対し、自他の権利について正しい理解を促す取組を実施
している。

b

□権利についての理解を深めるよう、年齢に配慮した説明を工夫し、日常生活を
通して支援している。

◯

□子どもの年齢や状態に応じて、権利についての理解を深めるよう、権利ノートや
それに代わる資料等を使用して、生活の中で保障されるさまざまな権利について
わかりやすく説明している。

◯

□職員間で子どもの権利に関する学習機会を持っている。 ◯

□子ども一人ひとりがかけがえのない大切な存在であり、自分を傷つけたりおとし
めたりしてはならないこと、また、他人を傷つけたり脅かしたりしてはならないこと
が、日々の養育の中で伝わっている。

◯

□年下の子どもや障がいのある子どもなど、弱い立場にある子どもに対して、思い
やりの心をもって接するように支援している。

◯

【コメント】

（２）　権利について理解を促す取組

■　取り組み状況
・幼児から高校生まで生活する当事業所では、ホームごとに権利を理解するためのアプローチは異なってくる。知
的発達が年齢相応でない場合も少なくなく、わかりやすい言葉を吟味して使う必要もあり、子どもの理解のしかた
に応じて工夫している。
・言葉だけではなく、イラストを交えて図示することで、相手の気持ちに気づきやすくなることもあることを職員
が発見した。このことから、子どもの関係を図示して「それぞれがどのような気持ちになるか」を伝えるように心
がけている。
・「子ども会議」は小学生と中・高校生に分けて実施・運営している。「権利ノート」も小学生版と中・高校生版
を分けて利用している。さらには、事業所全体の「子ども会議」とは別にホームごとの子ども会議も開催し、最も
基本的な生活を営んでいる場での話し合いを丁寧に実施している。

■　改善課題
・職員間で子どもの権利について学ぶ機会として、事業所内の権利擁護委員会のグループワークや外部研修があ
り、実施しているが、一層の理解の深化を図るように期待する。
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① A3　子どもの発達状況に応じ、職員と一緒に生い立ちを振り返る取組
を行っている。

b

□子どもの発達状況等に応じて、適切に事実を伝えようと努めている。 ◯

□事実を伝える場合には、個別の事情に応じて慎重に対応している。 ◯

□伝え方や内容などについて職員会議等で確認し、職員間で共有している。 ◯

□事実を伝えた後、子どもの変容などを十分把握するとともに、適切なフォローを
行っている。

◯

□子ども一人ひとりに成長の記録（アルバム等）が用意され、空白が生じないよう
に写真等の記録の収集・整理に努めている。

◯

□成長の過程を必要に応じて職員と一緒に振り返り、子どもの生い立ちの整理に
繋がっている。

◯

【コメント】

■　取り組み状況
・生い立ちを知らせる場合には、個々に応じた慎重な対応が求められるとし、時期、伝え方、内容等は子どもの様
子を見ながら職員がホーム職員に提案し、施設長が最終確認を行うこととしている。
・伝える方法や手順は個々に応じて慎重に、かつ細やかに配慮することが必須であり、例えば子どもが最も信頼し
ている職員が伝えることもあれば、敢えてやや距離のある職員が伝え、信頼している職員はフォローに回る体制を
取る場合もある。
・成長の記録としてのアルバムは、子ども一人ひとりに用意し、できるだけ空白のないように写真を貼っている。
アルバムは子どもにとって有効であり、子どもがいつでも見られるように置く場所も工夫している。

■　改善課題
・子どもが自身の生い立ちを整理するための支援として、中学校時代の教員に話を聴きに行ったり、以前在籍して
いた施設を訪問するなどの実践をしているが、個々の状況はまさに多様で、支援者側は一層の洞察力を持ってタイ
ミングや方法・手順等を見出していかなくはならない。今後に期待する。

（３）　生い立ちを振り返る取組
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① A4　子どもに対する不適切なかかわりの防止と早期発見に取り組んで
いる。

b

□体罰や不適切なかかわり（暴力、人格的辱め、心理的虐待など）があった場合を
想定して、施設長が職員・子ども双方にその原因や体罰等の内容・程度等、事実
確認をすることや、「就業規則」等の規程に基づいて厳正に処分を行う仕組みがつ
くられている。

◯

□不適切なかかわりの防止について、会議等で具体的な例を示すなどして職員に
徹底し、行われていないことを確認している。また、不適切なかかわりを発見した場
合は、記録し、必ず施設長に報告することが明文化されている。

◯

□子どもが自分自身を守るための知識、具体的方法について学習する機会を設け
ており、不適切なかかわりの具体的な例を示して、子どもに周知し、子ども自らが
訴えることができるようにしている。

□被措置児童等虐待が疑われる事案が生じたときに、施設内で検証し、第三者の
意見を聞くなどの迅速かつ誠実な対応をするための体制整備ができており、被措
置児童等虐待の届出・通告があった場合には、届出者・通告者が不利益を受ける
ことのない仕組みが整備・徹底されている。

◯

□被措置児童等虐待の届出・通告制度について説明した資料を子ども等に配布、
説明している。また、掲示物を掲示するなどして、子どもが自ら訴えることができる
ようにしている。

◯

【コメント】

（４）　被措置児童等虐待の防止等

■　取り組み状況
・職員については、年２回「人権擁護チェックリスト」を活用し、具体的に不適切なかかわりをしていないかを確
認し、施設長に報告している。このとき、少しでも思い当る事実があったら正直に回答すること、そうすることに
よってこそ改善できるものであることを施設長は強調している。職員からは、正直な回答が出てくるようになって
きたところである。
・子どもからの言葉や表情、態度などさまざまなサインによって、職員の不適切なかかわりを発見するように意識
化している。各ホーム職員でそれら言動について確認し、施設長に報告することになっている。
・ホームには、職員の目を複数化するため、職員を２名配置できるよう工夫している。夜勤帯では、棟に一人ずつ
の配置で、０時３０分に連絡を取り合うことで緊急時の連携を取り決め、不適切な対応の防止を図っている。

■　改善課題
・「被措置児童等虐待届出等制度」に基づき、子どもたちには行政担当者等から説明を聞く機会が設けられてい
る。通告用のはがきも入手し、投函するポストの設置場所も投函しやすいよう配置している。そのような取り組み
に加えて、さらに子ども自身が自分を守る具体的な方法を学習できる機会を設けていくことが課題であると事業所
は捉えている。今後の取り組みを期待する。
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① A5　職員と子どもが共生の意識を持ち、生活全般について共に考え、
快適な生活に向けて子ども自身が主体的に取り組んでいる。

b

□快適な生活に向けての取組を職員と子どもが共に考え、自分たちで生活をつ
くっているという実感を持たせるとともに、施設の運営に反映させている。

◯

□子どもが自分たちの生活における問題や課題について主体的に検討する機会
を日常的に確保している。

◯

□余暇の過ごし方について、子ども自身が自由に選択し、一人ひとりの趣味や興
味に合った活動が行えるように支援している。

◯

□子どもの状況に応じて、金銭の管理や計画的な使い方などを学び、金銭感覚や
経済観念が身につくよう支援している。

◯

【コメント】

① A6　子どものそれまでの生活とのつながりを重視し、不安の軽減を図
りながら移行期の支援を行っている。

b

□子どもの生活の連続性に関して、施設全体でその重要性を理解し、入所や退所
に伴う不安を理解し受け止めるとともに、子どもの不安を軽減できるように配慮して
いる。

□入所した時、温かく迎えることができるよう、受け入れの準備をしている。 ◯

□子どもがそれまでの生活で築いてきた人間関係などを、可能な限り持続できるよ
う配慮している。

□家庭復帰や施設変更にあたり、子どもが継続して安定した生活を送ることができ
るよう、支援を行っている。

【コメント】

■　取り組み状況
・子どもは身一つで入所することも少なくないため、入所前に必要な物品を揃え、安心して入所できるように心が
けている。この場合にも、複数職員ではなく、あえて一人の職員がその子どもの必要な物品をすべて揃えるように
配慮している。一対一で応じることで、子どもには「自分のために気をかけ、手をかけてくれる大人がいる」とい
うことが伝わりやすくなり、安心感や信頼関係を持ちやすくなる。
・退所の支援としては、家庭復帰の場合には、児童相談所の決定によって自治体主催の｢家族応援会議」から福祉・
教育・民生委員等の会議につなぎ、検討するしくみができている。また、卒業後に就職する子どもたちには、当法
人が自治体（市）から受託している「児童養護等退所児童就労支援事業」（サポートいずみ）を活用し、居場所・
就労・就学支援、緊急時支援等の取り組みも積極的に実施している。

■　改善課題
・入所時や退所時における子どもの不安軽減のための取り組みはあるが、昨今のより複雑化した子どもを取り巻く
状況下において、当事業所としてはそれで十分であるかどうかは判断できかねている。
・今年度は、新型コロナウイルス感染症によるパンデミックが起きた歴史的な年でもある。この社会問題が、児童
虐待をはじめとする社会的養護の視点でどのような影響・変化を来すのかなどの世情を把握しつつ、子ども個々人
の置かれた状況をさらに的確に把握し、対応すること期待する。

（５）　子どもの意向や主体性への配慮

■　取り組み状況
・当事業所でホームごとの子ども会議を開催しているなかで、日常生活上の要望が出されることがある。職員はそ
の要望を受け止め、改善に努めるよう心がけている。例えば「洗面所が寒い」との意見に、ガラス窓に断熱目的に
気泡緩衝材を貼ったり、バスタオルを新しく交換するなどの対応を実施している。
・ホームとして年間に定められた日用品費が準備され、職員と子どもとで、その範囲内でホームでの生活をより快
適にする取り組みができている。
・余暇活動については、園内各所・各室（多目的室、静養室、リビング）を利用し、興味に応じた活動ができるよ
うに支援している。
・各ホームで、子どもたちがそれぞれの水・光熱費を月ごとに調べ、グラフ化している。それをリビングの壁面に
掲示し、学びの素材としている。このような日常の具体的な経費のしくみを知ることからも「金銭感覚や経済観念
等につながる学習となる」として取り組んでいる。

■　改善課題
・子どもの余暇活動については、可能な限りに環境利用度を高め、子どもの主体性を尊重していると言えるが、強
いて言うならば、さらに「外部の子どもと一緒に遊ぶ機会を活発化することが望ましい」と事業所は考えている。
そのための工夫と実践を期待する。

（６）　支援の継続性とアフターケア
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② A7　子どもが安定した社会生活を送ることができるようリービングケ
アと退所後の支援に積極的に取り組んでいる。

b

□子どものニーズを把握し、退所後の生活に向けてリービングケアの支援を行っ
ている。

◯

□退所後も施設に相談できる窓口（担当者）があり、支援をしていくことを伝えてい
る。

◯

□退所者の状況の把握に努め、記録が整備されている。 ◯

□行政機関や福祉機関、あるいは民間団体等と連携を図りながらアフターケアを
行っている。

◯

□本人からの連絡だけでなく、就労先、アパート等の居住先からの連絡、警察等か
らのトラブル発生の連絡などにも対応している。

◯

□退所者が集まれる機会や、退所者と職員・入所している子どもとが交流する機
会を設けている。

◯

【コメント】

■　取り組み状況
・当事業所には専任の自立支援担当職員が配置され、独自に「退所支援計画書」を作成し、支援実践にあたってい
る。
・自立支援棟があって、そこに２室が用意されている。対象児は２週間を２回体験できるようにプログラム化し、
取り組んでいる。
・市の単独事業として「児童養護施設等退所児童就労支援事業」があり、法人内の自立援助ホーム（サポートいず
み）がその実施事業所となっている。当事業所はこの制度の施設退所準備中のステップアップセミナーや職業体験
等を活用し、施設退所後の取り組みとして、転職・離職相談、法律相談など生活に直結した支援を行っている。
・家庭引き取りになった子どもについては、少なくとも１年間は連絡を取っている。家庭の状況によっては、フー
ドパントリーとして食料を家庭に運んだりすることもある。

■　改善課題
・当事業所では、自立支援担当職員の専任化など、リービングケア、アフターケアの取り組みを強化している。
個々の児童の退所支援計画の立案では、ホーム職員と自立支援専門職員が協議し、策定していくが、継続的な実践
者は自立支援担当職員であり、その結果、ホーム側は退所した児童の動向は把握しづらくなっている。事業所全体
の体制づくりを課題とし、さらなる検討を期待する。
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Ａ－２　養育・支援の質の確保

（１）　養育・支援の基本
第三者

評価結果

① A8　子どもを理解し、子どもが表出する感情や言動をしっかり受け止
めている。

b

□職員はさまざまな知見や経験によって培われた感性に基づいて子どもを理解
し、受容的・支持的な態度で寄り添い、子どもと共に課題に向き合っている。

◯

□子どもの生育歴を知り、そのときどきで子どもの心に何が起こっていたのかを理
解している。

◯

□子どもが表出する感情や言動のみを取り上げるのではなく、被虐待体験や分離
体験などに伴う苦痛・いかり、見捨てられ感も含めて、子どもの心に何が起こって
いるのかを理解しようとしている。

◯

□子どもに行動上の問題等があった場合、単にその行為を取り上げて叱責するの
ではなく、背景にある心理的課題の把握に努めている。

◯

□子どもたちに職員への信頼が芽生えていることが、利用者アンケートを通じて感
じられる。

◯

【コメント】

■　取り組み状況
・職員は、人事考課の取り組みのなかで、自分自身を振り返る機会を持っている。子どもの言動に対して「どのよ
うな受け取り傾向があるか」を自ら把握し、振り返ることができるようになってきている。
・その成果として、職員が「子どもの行動の背景にある心理的課題」を把握しようと努めるようになった。ケース
記録を読み取ろうとする努力や、医師の助言を真摯に聞こうとする姿勢も育ってきている。
・何より、子どもと一対一で関わる時間を意図してつくるようにし、日々の様子や子どもの心の状況を察知し得る
ように努めている。今回の利用者調査（小学校４年生以上の児童が対象）でも｢自分の気持ちや考えを話しやすい施
設の大人の人がいますか｣に対して７６．２％が「はい」と回答し、職員に対する子どもの信頼が芽生えていると捉
えることができる。

■　改善課題
・職員は、日々の暮らしのなかでは「子どもとの関係はできている」と思えても、突如、子どもが発する暴言・暴
力等により、感情的になりがちとなる場合がある。さらには「安易に子どもからの信頼を得られていると考えては
ならない」とする自重の思いとあいまって、自身の子ども理解への自信が揺らぎやすくなりがちである。
・人事考課で行う自己洞察と同時に、すでに取り組んでいるアンガーマネージメント等の多様で不意な子どもの言
動への対処について、研修等を充実していくことを期待する。
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② A9　基本的欲求の充足が、子どもと共に日常生活を構築することを通
してなされるよう養育・支援している。

b

□子ども一人ひとりの基本的欲求を満たすよう努めている。 ◯

□基本的欲求の充足において、子どもと職員との関係性を重視している。 ◯

□生活の決まりは、秩序ある生活の範囲内で子どもの意思を尊重した柔軟なもの
となっている。

◯

□子どもにとって身近な職員が一定の裁量権を有し、個々の子どもの状況に応じ
て柔軟に対応できる体制となっている。

◯

□基本的な信頼関係を構築するために職員と子どもが個別的に触れ合う時間を
確保している。

◯

□夜目覚めたとき大人の存在が感じられるなど安心感に配慮している。 ◯

【コメント】

■　取り組み状況
・基本的欲求とは「いま子どもがやりたいこと」と事業所は意味づけ、取り組んでいる。個々の欲求・要求を知
り、応えていくには、個別にかかわる時間や機会をできるだけ多くつくる必要があると考え、取り組んでいる。例
えば、個別で買い物に行くことや、勉強を見ることなどである。
・事業所として就寝時間や門限等の日課は決めているが、勉強時間などはホームごとに自分たちで融通できるよう
になっている。洗濯物も、自分で使った物は自分で洗う決まりになっているが、ホームによっては、最後のバスタ
オルは職員が洗うようにし、子どもはすぐ次の行動に移れるようにする等の調整をしている。
・夜間はグループ（棟）の夜勤者同士が定時に状況を確認し、必要に応じて他棟の支援に入れる体制をつくってい
る。ただし「夜間でもあり、十分とは言い切れない」と事業所は判断している。このような取り組みを細やかに実
践することで、子どもの基本的欲求の充足を図り、子どもとともに日常生活を営む努力を実践している。

■　改善課題
・職員は「基本的欲求の充足が子どもとともに日常生活を営むことを通してなされるように養育・支援している」
とおおむね自己評価しているが、夜間については「やり切れていない」との思いがあり、また「集団生活であり、
すべての子どもが充足しているとは言い切れない」と自己評価している。職員人員体制、建物環境等の要素も鑑み
ながら、さらなる改善を目指すことを期待する。
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③ A10　子どもの力を信じて見守るという姿勢を大切にし、子どもが自
ら判断し行動することを保障している。

b

□子どもがやらなければならないことや当然できることについては、子ども自身が
行うように見守ったり、働きかけたりしている。

◯

□職員は必要以上の指示や制止をしていない。 ◯

□子どもを見守りながら状況を的確に把握し、賞賛、励まし、感謝、指示、注意等
の声かけを適切に行っている。

◯

□つまずきや失敗の体験を大切にし、主体的に問題を解決していくよう支援し、必
要に応じてフォローしている。

◯

□朝・夕の忙しい時間帯にも、職員が子どもを十分に掌握、援助できるように、職
員の配置に配慮している。

◯

【コメント】

■　取り組み状況
・日々の生活では子どもの希望を取り入れ、子どもの意思を尊重して支援を実践している。子どもたちは自ら判断
する経験を生活を通して経験し、職員には子どもたちの自主性を尊重して任せながら見守る体制ができてきてい
る。
・子どもとの相性も考慮し、職員の職場内異動も適宜実施している。この工夫によって、職員は視野が広がり、子
どもたちとのかかわり方が豊かになっていくと施設長は評価している。
・異年齢の子どもの集団で、力関係からのトラブルは多々ある。気に入らないことがあると「すべて周囲が悪い」
と思い込む子どもも少なくない。そのような子どもたちの悪いところだけを見るのではなく、正当に擁護すること
で、子どものフォローを実施するようにしている。

■　改善課題
・最近、事業所の大型テレビを子どもが壊すという出来事があった。気にくわなければ破壊し、悪いのは周囲であ
り、職員であると子どもは主張する。しかし、それでは社会生活は困難であり、子どもの考え方の成長が望まれる
ところである。
・現場では、日々そのような事態への対応に職員は直面せざるを得ない。そのなかで「子どもの力を信じて見守る
という姿勢」の実践を問われたとき、自信を持って「できている」と言える職員は少ないであろう。この社会的養
護領域で特徴的とも言える職員の力量の養成を期待する。
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④
A11　発達の状況に応じた学びや遊びの場を保障している。 b

□施設内での養育が、年齢や発達の状況、課題等に応じたプログラムの下、実施
されている。

□日常生活の中で、子どもたちの学びや遊びに関するニーズを把握し、可能な限
りニーズに応えている。

◯

□幼児から高校生まで、年齢段階に応じた図書などの文化財、玩具・遊具が用
意、利用されている。

◯

□学校や地域にある子どもたちの学びや遊びに関する情報を把握し、必要な情報
交換ができている。

◯

□子どものニーズに応えられない場合、子どもがきちんと納得できる説明がされて
いる。

◯

□幼稚園等に通わせている。 ◯

□子どもの学びや遊びを保障するための、資源（専門機関やボランティア等）が充
分に活用されている。

◯

【コメント】

■　取り組み状況
・当事業所は当初、学齢児以上のための施設として運営されていた。当法人の運営になってから幼児を受け入れ始
め、５年目である。職員は「まだ幼児から高校生までの発達や課題に応じたプログラムを試行錯誤している状態で
ある」と認識しつつも、実践している。
・日常生活では、敷地内の各部屋や庭は可能な限り子どもたちに開放し、時間決めなどのルールを取り決めなが
ら、ニーズに応えている。
・現在、幼児は４名在籍し、全員が幼稚園に通っている。子どもの学びや遊びを保証するため、中学生以上は塾
を、小学生も、学びのために外部の機会を利用している。
・事業所内に学習指導者、学生ボランティア、英語・空手のボランティアが来所するほか、怒りのコントロールの
ためのレッスンも実施している。

■　改善課題
・低学力の子どもも少なくないため「小学生のうちから基礎学力を補いたい」と事業所は望んでいる。しかし、制
度上決められた金額内の補習しかできない状況であり、職員は残念に思っている。ボランティアに依拠することが
少なくないが、今年度のようにソーシャル・ディスタンスが唱えられると、対面学習は困難になってくる。
・学習面の工夫は要検討事項であり、改善を期待する。
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⑤ A12　生活のいとなみを通して、基本的生活習慣を確立するととも
に、社会常識及び社会規範、様々な生活技術が習得できるよう養育・
支援している。

a

□子どもが社会生活をいとなむ上での必要な知識や技術を日常的に伝え、子ども
がそれらを習得できるよう支援している。

◯

□子どもと職員が十分な話し合いのもとに「しなければならないこと」と「してはなら
ないこと」を理解し、生活するうえでの規範等守るべき決まりや約束を一緒に考え
作っていくようにしている。

◯

□地域社会への積極的参加を図る等、社会性を習得する機会を設けている。 ◯

□発達の状況に応じ、身体の健康（清潔、病気、事故等）について自己管理できる
よう支援している。

◯

□発達の状況に応じて、電話の対応、ネットやSNSに関する知識などが身につくよ
うに支援している。

◯

【コメント】

①
A13　おいしく楽しみながら食事ができるように工夫している。 a

□楽しい雰囲気で食事ができるように、年齢や個人差に応じて食事時間に配慮し
ている。

◯

□食事時間が他の子どもと違う場合にも、温かいものは温かく、冷たいものは冷た
くという食事の適温提供に配慮している。

◯

□食事場所は明るく楽しい雰囲気で、常に清潔が保たれたもとで、職員と子ども、
そして子ども同士のコミュニケーションの場として機能するよう工夫している。

◯

□定期的に残食の状況や子どもの嗜好を把握するための取組がなされ、それが
献立に反映されている。

◯

□基礎的な調理技術を習得できるよう、食事やおやつをつくる機会を設けている。 ◯

【コメント】

■　取り組み状況
・子どもが社会生活を営む上で、挨拶、金銭管理、社会規範は重要事項であり、日々の職員との挨拶や個別の買い
物外出時に支援を行っている。
・基本的生活習慣は、子どもの生活場面で「現在やっていること」、すなわち洗面、食事、着替え等のその場面で
適宜必要な支援を提供している。入浴時に職員があえて一緒に入ることもあり、その際には身体の洗い方を実践し
て見せ、清潔を自己管理できるよう取り組んでいる。
・当事業所では、全体の子ども会議（中学生以上と小学生会議に分かれている）と、ホームごとの子ども会議があ
り、話し合って合意し、決定していくルールが身につくようにしている。他にも、日々の生活場面で、職員も子ど
もの意見や要望を聞く姿勢が養成され、実践している。
・電話、インターネット、Ｗｉ-Ｆｉを利用できる環境を整備し、ＳＮＳについては写真の投稿などについて日常的
に留意するように支援を重ねている。

■　改善課題
・社会ルールや社会規範の習得については「まだ不十分である」と事業所は捉えている。基本的なところでは、交
通機関の利用方法、ＳＮＳの使い方などである。
・社会規範としての判断力の養成は大きな課題であり、問題が生じたときに「すべて相手が悪い」といった捉え方
から、客観的な判断力を育てるに至るには、なお前途は多難である。しかし、事業所はその力の育成が重要と考え
ているので、今後の取り組みに期待する。

（２）　食生活

■　取り組み状況
・当事業所では現在、完全ホーム調理化を進めている。食材は施設で購入するが、その先の調理はホームでなうと
いう取り組みであり、子どもが調理を手伝う機会は自然と多くなり、子どもからも好みや要望が自然と多く出され
るようになっている。
・カレーライスなどは、子どもに合わせて甘口・辛口の双方を調理し、好みの味つけを選んで食べられるようにし
ている。弁当づくりもホームで行い、トマトが嫌いならトマトは入れないなどの配慮を自然とできようになってい
る。基本はありながらも、個々に合わせて調整し得るという一般家庭に極めて近い状態が実現できてきている。
・食事の時間には栄養士と調理師が各ホームを巡回し、子どもたちの様子と感想を丹念に聞き取り、献立づくりに
活かしている。
・食事時間は、基本的には決まっているが、学校やアルバイトなどで個々に異なる子どもそれぞれの生活時間に合
わせて温め直すなど、配慮しながら提供している。完全ホーム調理化の取り組みがさらに進んでいくことを期待す
る。
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① A14　衣類が十分に確保され、子どもが衣習慣を習得し、衣服を通じ
て適切に自己表現できるように支援している。

a

□常に衣服は清潔で、体に合い、季節に合ったものを着用している。 ◯

□汚れた時にすぐに着替えることができ、またＴＰＯに合わせた服装ができるよう、
十分な衣類が確保されている。

◯

□気候、生活場面、汚れなどに応じた選択、着替えや衣類の整理、保管などの衣
習慣を習得させている。

◯

□洗濯、アイロンかけ、補修等衣服の管理を子どもの見えるところで行うよう配慮
している。

◯

□衣服を通じて子どもが適切に自己表現をできるように支援している。 ◯

□発達状況や好みに合わせて子ども自身が衣服を選択し購入できる機会を設け
ている。

◯

【コメント】

① A15　居室等施設全体がきれいに整美され、安全、安心を感じる場所
となるように子ども一人ひとりの居場所を確保している。

b

□子どもにとって居心地の良い安心安全な環境とは何かを考え、積極的に環境整
備を行っている。

◯

□小規模グループでの養育を行う環境づくりに配慮している。 ◯

□中学生以上は個室が望ましいが、相部屋であっても個人の空間を確保してい
る。

◯

□身につけるもの、日常的に使用するもの、日用品などは、個人所有としている。 ◯

□食堂やリビングなどの共有スペースは常にきれいにし、家庭的な雰囲気になる
よう配慮している。

◯

□設備や家具什器について、汚れたり壊れたりしていない。破損個所については
必要な修繕を迅速に行っている。

◯

□発達や子どもの状況に応じて日常的な清掃や大掃除を行い、居室等の整理整
頓、掃除等の習慣が身につくようにしている。

◯

【コメント】

■　取り組み状況
・当事業所は、１ホームあたり定員８名までの小規模グループケアの形態を取っている。基本は個室とし、幼児や
低年齢児童は２人部屋の場合もある。
・衣類や布団をはじめとし、日用品は個人所有になっている。
・住まいの環境整備は「環境美化委員会」が担当し、ホーム内については各ホームごとに実施している。各部屋に
ついては、週１回職員が一緒に片づけたり、掃除することにしている。
・壁や家具・什器類の修繕も心がけているが、予算の関係もあり、付け焼き刃的になっていることは否めない。

■　改善課題
・園庭には花壇が用意されているが、枯れた草花が放置されたままになっている。汚れや壊れたところがあると、
子どもたちは、それをきっかけにほころびを大きくしがちであり、早急な改善を望みたい。

（３）　衣生活

■　取り組み状況
・衣類の購入にはできるだけ子どもと一緒に出かけ、子どもの望む店に行き、子どもの好みを尊重して買入するよ
うにしている。冬にスカートをはきたい子どももいるので、その際は下にタイツをはくようにアドバイスするな
ど、工夫についての助言も行っている。
・衣服については、ＴＰＯに合わせた服装ができるように揃えられている。
・衣習慣については、自分の衣類は自分で洗う、下着は隠れるように干すことなど（年齢による）により、日常生
活の場で習得できるように支援している。布団干しについてもホームごとに取り組み、職員と一緒に天気のよい日
に干す等の実践をしている。
・当事業所の衣生活支援は、量の確保、習慣の習得、自己表現の側面で実施できていると捉えることができる。

（４）　住生活
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① A16　医療機関と連携して一人ひとりの子どもに対する心身の健康を
管理するとともに、必要がある場合は適切に対応している。

b

□子どもの平常の健康状態や発育・発達状態を把握し、定期的に子どもの健康管
理に努めている。

◯

□健康上特別な配慮を要する子どもについては、医療機関と連携して、日頃から
注意深く観察し、対応している。

◯

□受診や服薬が必要な場合、子どもがその必要性を理解できるよう、説明してい
る。服薬管理の必要な子どもについては、医療機関と連携しながら服薬や薬歴の
チェックを行っている。

◯

□職員間で医療や健康に関して学習する機会を設け、知識を深める努力をしてい
る。

◯

【コメント】

① A17　子どもの年齢・発達の状況に応じて、他者の性を尊重する心を
育てるよう、性についての正しい知識を得る機会を設けている。

c

□他者の性を尊重し、年齢相応で健全な他者とのつき合いができるよう配慮して
いる。

◯

□性をタブー視せず、子どもの疑問や不安に答えている。 ◯

□性についての正しい知識、関心が持てるよう、年齢、発達の状況に応じたカリ
キュラムを用意し、活用している。

□必要に応じて外部講師を招く等して、性をめぐる諸課題への支援や、学習会など
を職員や子どもに対して実施している。

◯

【コメント】

（５）　健康と安全

■　取り組み状況
・嘱託医師が年１回の健康診断やインフルエンザの予防接種等を担っている。また、近隣の児童精神科医師と連携
し、子どもの心理状態の見立てや不安定さ、さらに病院紹介の助言等を受けることができている。また、救急時の
受け入れ病院が近隣にあり、スムーズに利用できている。
・日常の健康管理は、子どもからの訴えや検温を中心に職員が状態を把握している。
・服薬者は現在５～６名で、いずれもアレルギー関係薬である。服薬管理については、基本は職員が行うが、中・
高校生は原則自己管理となる。「職員引継簿」で子どもの服薬をチェックしている。
・職員研修については、保健衛生委員会が中心になって機会を設ける。近年は、アレルギー、救急救命、精神科医
療、口腔内衛生等の研修を実施している。

■　改善課題
・看護師配置が義務づけられていない当事業所においては、職員が子どもたちの健康状態の見立てをしなくてはな
らない。そのための基本的な家庭医学や看護学の知識等については研修が必要であり、集団生活のために特に配慮
の必要な看護の方法（感染症への対応）等については、さらに充実した研修の実施が必要と思われる。今後の取り
組みを期待する。

（６）　性に関する教育

■　取り組み状況
・日常的に、性器やプライベートゾーンは隠すこと、トイレや風呂に立ち入るときには声をかける等の支援を実施
している。
・性の問題は、普段からのかかわりによって派生してくると施設長は考えている。知的レベルほかのさまざまな要
因によって、集団からはみ出してしまう子どもたちが、新たに集団をつくる。そこで性の問題が生じてしまう。そ
のような人間関係の構造的な課題を承知し、取り組む必要があると当事業所では捉えている。つまり、子どもたち
をいかに元の集団に取り込むかが課題であると認識している。
・また、性教育については、どうしても職員が実施することは難しく、外部講師が適していると考え、市から講師
を派遣してもらっている。昨年度は男子向けの性教育を実施した。

■　改善課題
・当事業所としての性教育カリキュラムは用意していない。性教育は喫緊の課題であり、外部講師に専門職を入れ
るなど、さらに改善が進むことを期待する。
・さらには、なかなか集団になじめない子どもたちが別集団をつくり、そこで性の問題が生じるという課題に対し
ても研究・検証が必要であり、取り組みが進むことを期待する。
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① A18　子どもの暴力・不適応行動などの行動上の問題に対して、適切
に対応している。

b

□施設が、行動上の問題があった子どもにとっての癒しの場になるよう配慮してい
る。また、周囲の子どもの安全を図る配慮がなされている。

◯

□施設の日々の生活が持続的に安定したものとなっていることは、子どもの行動
上の問題の軽減に寄与している。また子どもの行動上の問題が起きた時も、その
都度、問題の要因を十分に分析して、施設全体で立て直そうと努力している。

□不適切な行動を問題とし、人格を否定しないことに配慮をしている。職員の研修
等を行い、行動上の問題に対して適切な援助技術を習得できるようにしている。暴
力を受けた職員へ無力感等への配慮も行っている。

□くり返し児童相談所、専門医療機関、警察等と協議を重ね、事態改善の方策を
見つけ出そうと努力している。

【コメント】

② A19　施設内の子ども間の暴力、いじめ、差別などが生じないよう施
設全体で取り組んでいる。

b

□問題の発生予防のために、施設内の構造、職員の配置や勤務形態のあり方に
ついて定期的に点検を行っており、不備や十分でない点は改善を行っている。

◯

□生活グループの構成には、子ども同士の関係性、年齢、障害などへの配慮の必
要性等に配慮している。

◯

□課題のある子ども、入所間もない子どもの場合は特別な配慮が必要となること
から、児童相談所と連携して個別援助を行っている。

◯

□大人（職員）相互の信頼関係が保たれ、子どもがそれを感じ取れるようになって
いる。子ども間での暴力やいじめが発覚した場合については、施設長が中心にな
り、全職員が一丸となって適切な対応ができるような体制になっている。

◯

□暴力やいじめに対する対応が施設だけでは困難と判断した場合には、児童相談
所や他機関等の協力を得ながら対応している。

◯

【コメント】

（
■　取り組み状況
・事業所の日々の生活が持続的に安定したものとなっていることによって、子どもの行動上の問題の軽減に寄与し
ている。
・子どもの問題が起きたときも、そのつど問題の要因を分析して職員全体で立て直そうとしている。当事業所は、
まさに立て直しを図っているところである。
・外部講師のスーパーバイザーによるケース協議などの学習会も実施している。

■　改善課題
・子どもは、自分より小さい子どもや障がいのある子どもをいじめたりしがちである。そして、気にくわないと破
壊行為に走ったりもする。集団適応困難によって性の問題に走るなど、多様多彩な行動上の課題を有している。
・児童相談所の一時保護を利用したりもするが、事業所内で解決しなくてはならないことも少なくなく、今後も模
索しながら改善に努めることを期待する。

■　取り組み状況
・当事業所は、加配で職員採用している。生活場面で、通常の職員体制では対処し切れない状況もあり、急遽、複
数職員の体制や男性職員を１名は入れる体制をつくるほかに、自立支援担当職員や課長が応援に入ることもある。
そのような「フリー職員枠」を確保することで、生活エリアでの不穏に対応できることもある。
・子ども会議は、そもそもは「小さい子どもへのいじめ」をきっかけに開催された。子どもから子どもへの連鎖も
あり、深刻な課題である。
・子どもへの個別ヒアリングを実施して３年目になるが、少しずつ自分の認知が進んでいると捉えられる。また、
他の子どもの話をしてくれるので、子ども同士の様子がわかりやすくなっている。
・困難ケースの場合には、施設長が中心となって支援体制を整備し、適切な対応ができるようにしている。

■　改善課題
・当事業所では、子ども間の暴力を阻止するためのマニュアルが整備できていないことが課題であると捉えてい
る。取り組みを期待する。

（７）　行動上の問題及び問題状況への対応
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① A20　心理的ケアが必要な子どもに対して心理的な支援を行ってい
る。

b

□心理的ケアを必要とする子どもについては、自立支援計画に基づき心理支援プ
ログラムが策定されている。

◯

□施設における職員間の連携が強化されるなど、心理的支援が施設全体の中で
有効に組み込まれている。

□心理的ケアが必要な子どもへの対応に関する職員研修やスーパービジョンが行
われている。

□職員が必要に応じて外部の心理の専門家からスーパービジョンを受ける体制が
整っている。

□心理療法を行うことができる有資格者を配置し、心理療法を実施するスペースを
確保している。

◯

□児童相談所と連携し、対象となる子どもの保護者等へ定期的な助言・援助を
行っている。

◯

【コメント】

① A21　学習環境の整備を行い、学力等に応じた学習支援を行ってい
る。

b

□静かに落ち着いて勉強できるようにその時の本人の希望に沿えるような個別ス
ペースや学習室を用意するなど、学習のための環境づくりの配慮をし、学習習慣
が身につくよう援助している。

◯

□学校教師と十分な連携をとり、常に子ども個々の学力を把握し、学力に応じた個
別的な学習支援を行っている。一人ひとりの必要に応じて、学習ボランティアや家
庭教師、地域の学習塾等を活用する機会を提供している。

◯

□学力が低い子どもについては、基礎学力の回復に努める支援をしている。 ◯

□忘れ物や宿題の未提出について把握し、子どもに応じた支援をしている。 ◯

□障害のある子どものために、通級による指導や特別支援学級、特別支援学校等
への通学を支援している。

◯

【コメント】

（８）　心理的ケア

■　取り組み状況
・当事業所には常勤の心理専門職がいる。心理専門職は、現在までに子どもへの個別のセラピーを９名実施してい
る。
・ホームで子どもと一緒に夕食を食べたり、遊んだりする心理専門職の活動もある。このことで、個別のセラピー
だけではわからない子ども同士の関係性を捉えることができるという。
・心理専門職は、各ホーム会議にも参加し、子どもの自立支援計画を踏まえた上でセラピープログラムを作成して
いる。また、セラピーで把握された子どもの様子について職員に伝えている。
・児童相談所と連携していおるため、入所時にはセラピーのオーダーが児童相談所からあり、ホーム会議を経て、
セラピーが開始されることも少なくない。また、棟会議で決定され、セラピーが開始される場合もある。

■　改善課題
・今後もホームで子どもの生活実態を捉えながら、ホーム担当職員と連携しながら、心理専門職による心理的アプ
ローチの実践が進むことを期待する。

（９）　学習・進学支援、進路支援等

■　取り組み状況
・中高生は塾に通っている。皆が同じ塾ではなく、子どもごとに適した塾を選ぶようにしている。
・小学生の場合は、支給される費用の問題もあり、塾には通えない。民間の塾が事業所に来ることで、家庭教師と
して学んでいる子どももいる。
・事業所としては、特に小学生の学習支援の充実が必要であると考えている。学力の低い子どもが多く、基礎学力
を補えるように家庭教師を依頼している。
・ボランティアとして、学習指導の学生ボランティア、英会話や空手の講師が来てくれている。
・障害により特別支援学級に通っている子どもについては、送迎支援を実施している。

■　改善課題
・当事業所としては、現状としてできる範囲の学習支援は実施しているが、課題は子どもの低学力である。小学校
低学年からの学習補習が必要な状況であるが、そこまでの費用の支援はない。今後の打開策に期待する。
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② A22　「最善の利益」にかなった進路の自己決定ができるよう支援し
ている。

b

□進路について自己決定ができるよう進路選択に必要な資料を収集し、子どもに
判断材料を提供し、子どもと十分に話し合っている。

◯

□進路選択に当たって、本人、親、学校、児童相談所の意見を十分聞き、自立支
援計画に載せ、各機関と連携し支援をしている。

◯

□就学者自立生活支援事業、社会的養護自立支援事業、身元保証人確保対策事
業、奨学金など、進路決定のための経済的な援助の仕組みについての情報提供
をしている。

◯

□進路決定後のフォローアップや失敗した場合に対応する体制ができており、対
応している。

□学校を中退したり、不登校となった子どもへの支援のなかで、就労（支援）しなが
ら施設入所を継続することをもって社会経験を積めるよう支援している。

□高校卒業後も進学を希望する子どものために、資金面、生活面、精神的面な
ど、進学の実現に向けて支援、情報提供をしている。

◯

□高校卒業して進学あるいは就職した子どもであっても、不安定な生活が予想さ
れる場合は、必要に応じて措置延長を利用して支援を継続している。

【コメント】

■　取り組み状況
・当事業所には専属の自立支援担当職員が配置されている。この職員とホーム担当職員が、進路についての支援を
担当している。進路選択では、本人の意向はもとより、可能な限り親の意見も聞き、学校や児童相談所等との連携
のもとに進めている。
・学校を中退する等の子どもに対して、措置延長を利用することも当然であるが、定員との関係でなかなか難しい
実態もある。当事業所では、自治体の単独事業として行っている「児童養護施設等退所児童就労支援事業」を活用
し、実施主体の法人内の自立援助ホームと連携を取りながら、施設入所を継続して社会経験を積めるよう支援して
いる。
・当事業所では「退所支援計画書」を作成し、進学した子どもには「寄り添う支援」を継続して実施している。就
学者専門の自立援助ホームもあり、その事業所との連携で普通学校を退学した子どもに通信制の学校を紹介し、支
援することがある。

■　改善課題
・当事業所の自立支援担当職員が中心になって実施している。
・対外的に他事業所との連携した実践は斬新でもあり、これからの一つのモデルではあるが、多様な問題・課題を
持つ子どもたちへの支援の充実、および継続的な支援の視点から、さらなる取り組みを期待する。
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③ A23　職場実習や職場体験、アルバイト等の機会を通して、社会経験
の拡大に取り組んでいる。

b

□実習を通して、社会の仕組みやルールなど、自分の行為に対する責任について
話あっている。

◯

□実習を通して、金銭管理や生活スキル、メンタル面の支援など、子どもの自立支
援に取り組んでいる。

◯

□実習先や体験先の開拓を積極的に行っている。 ◯

□職場実習の効果を高めるため、協力事業主等と連携している。

□アルバイトや、各種の資格取得を積極的に奨励している。 ◯

【コメント】

■　取り組み状況
・連携している、自立援助ホーム（児童養護施設等退所児童就労支援事業）が取り組んでいる活動として、自立に
向けたステップアップセミナー、職場見学・職業体験の取り組みがある。利用終了後の一貫した支援として、転
職・離職相談、法律相談等も行っている。当事業所自体がすべてを主体者として実施するというよりは、連携しな
がら、社会に巣立っていく子どもの社会経験の拡大を図り、社会で生きていく術（すべ）を身につけられるように
している。
・職場体験した子どもたちは、生き生きと体験を語り、よい体験ができたという感想も寄せられている。また、ア
ルバイトは積極的に勧め、現在は高校生の９名中７名が実施している。
・地域の各種相談機関、弁護士、ハローワーク、セカンドハーベスト等との協力・連携を構築し、支援が機能して
いる。

■　改善課題
・子どもたちが社会経験を積むことを課題とし、他事業所等と連携して支援に取り組んでいる。
・職員自己評価では、着眼点「アルバイトや各種の資格取得を積極的に奨励している」では、６５．４％が「でき
ている」と回答している。さらに職員間で方針・目標や職員の支援、かかわりを明確にし、取り組むことが求めら
れる。
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① A24　施設は家族との信頼関係づくりに取り組み、家族からの相談に
応じる体制を確立している。

b

□施設の相談窓口および支援方針について家族に説明し、家族と施設、児童相談
所が子どもの成長をともに考えることを伝え、家族と信頼関係を構築できるよう
図っている。

◯

□家庭支援専門相談員の役割を明確にし、施設全体で家族関係調整、相談に取
り組んでいる。

◯

□面会、外出、一時帰宅などを取り入れ子どもと家族の継続的な関係づくりに積極
的に取り組んでいる。

◯

□外出、一時帰宅後の子どもの様子を注意深く観察し、不適切なかかわりの発見
に努め、さらに保護者等による「不当に妨げる行為」に対して適切な対応を行って
いる。

◯

□子どもに関係する学校、地域、施設等の行事予定や情報を家族に随時知らせ、
必要に応じて保護者等にも行事への参加や協力を得ている。

◯

【コメント】

① A25　親子関係の再構築等のために家族への支援に積極的に取り組ん
でいる。

b

□家庭支援専門相談員を中心に、ケースの見立て、現実的な取組を可能とする改
善ポイントの絞り込みを行うなど、再構築のための支援方針が明確にされ施設全
体で共有されている。

◯

□面会、外出、一時帰宅、あるいは家庭訪問、施設における親子生活訓練室の活
用や家族療法事業の実施などを通して、家族との関係の継続、修復、養育力の向
上などに取り組んでいる。

◯

□児童相談所等の関係機関と密接に協議し連携を図って家族支援の取組を行っ
ている。

◯

【コメント】

（１０）　施設と家族との信頼関係づくり

■　取り組み状況
・当事業所では、ホームを統括するグループリーダーを「家庭支援専門相談員」としている。それによって、ホー
ム職員が家庭との連携を適切に担う支援体制を築きやすくなっている。
・面会、外出、一時帰宅などには、児童相談所と話し合って対応している。当事業所としては、家族への連絡は
ホームの職員が行うようにしている。面会などでは往々にして子どもは親に思っていることを言えないでいるた
め、親が強い口調で子どもに何か言う場面などでは、職員は子どもの気持ちを代弁しながら親とつなぐように支援
している。
・子どもに関係する学校等への情報提供や保護者会などへの参加については、必要に応じて可能な限り、協力を得
るようにしている。

■　改善課題
・職員自己評価では「家庭支援専門員の役割を明確にし、施設全体で家族関係調整、相談に取り組んでいる」の項
目に「できている」と回答した割合は１９．２％であった。事業所内では、単独の専門職はなかなか業務内容が理
解されにくいという実態がある。周知の努力を期待する。

（１１）　親子関係の再構築支援

■　取り組み状況
・「親子関係の再構築のための支援」については児童相談所との会議で議題化され、個々の支援方針に沿って検討
している。家庭復帰の方針が出されると、児童相談所が主催する「家族応援会議」でも検討されることになる。こ
れは、市の単独事業として設置され、各中学校区にある教育・福祉民生委員等の会議体である。家庭復帰は、児童
相談所と事業所けが検討するのではなく、地域で取り組もうとする基盤がつくられている。
・当事業所内には「親子生活訓練室」は設けていない。管理者は設置したいと考えているので、既存の自立支援棟
の利用可能性等を検討中である。
・親子関係の再構築に向けた支援は、児童相談所の家庭復帰担当職員と連携しながら進めている。

■　改善課題
・今後は「親子生活訓練室」の設置などの取り組みを期待する。
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別紙 

 

社会福祉法人 昭徳会 

児童養護施設 名古屋若松寮 御中 

 

 

 

福祉サービス第三者評価 「総評」 

 

 

 

＜特に評価の高い点＞ 

１. 施設長は事業所の基盤整備と新たな事業展開の推進に向けリーダーシップを

発揮し、中・長期的な展望のもと経営の強化に努めている 

当事業所が市から事業移管されて 5年目を迎えるなかで、施設長は事業所の基盤整備と新たな事業

展開の推進においてリーダーシップを発揮している。 

養育、支援の質の向上に意欲を持ち職員を外部研修に積極的に参加させるとともに「現場で経験を

積み重ねることが重要である」という認識のもと、職員に対しては主体的に子どもや親と向き合って

取り組むよう求めている。子どもたちの生活に関する事項は、基本的には業務課長を中心にグループ

リーダーやホームリーダーに任せて、必要に応じて助言するように心がけている。 

また、中・長期的な展望のもと意欲的に新規事業に取り組み、各ホームの定員の縮小や地域小規模

児童養護施設の開設準備を進め、さらに児童家庭支援センター設置などの構想も掲げて、職員に周知

している。また、事業所内では少しずつ権限移譲も行うなど、事業所の経営の強化に指導的な役割を

果たしている。 

 

２. 退所時および退所後については地域資源を積極的に使い、連携して子どもの

支援を展開している 

近年、18 歳を過ぎても、一定の条件下であれば児童養護施設に在籍することが可能になってきて

いる。当事業所では、その制度を利用しつつも、さらに子どものための新たなサービス種をつくり、

活用している。 
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同法人内の自立援助ホームを実施主体として、市の単独事業である「児童養護施設等退所児童就労

支援事業」を展開している。この事業は、自立援助ホーム在所中の就職活動支援や、職場見学・職業

体験、施設退所後の転職・離職相談、生活相談などを、さまざまな相談機関と連携し、実践するもの

である。 

既存の法律内だけにとどまらず、子どもの現状に合わせたサービスをつくり出して法人として取り

組み、さらには教育・福祉・法律の専門家や職親などと協力・連携し、地域の取り組みとして子ども

たちを支える活動を組み立ててきていることが斬新であり、優れていると言える。 

 

３. 完全ホーム調理化を目指し、実践している 

食事は、おいしく、楽しみながら食べることで、子どもの心身の健康づくりの基盤となっている。

同時に、食事は、子どもたちが社会で生きていくときの生活力や社会性を養うための基盤でもある。

それらの子どもにとっての必要な力を育むために、当事業所では、ホーム内で職員が調理することを

試行し始め、次年度には完全実施する予定である。 

このことによってコミュニケーションが豊かになり、子どもは大人の手作業を手伝いながら学んで

いくことができる。また、決められた献立でも、やり取りによって、子どもの好みや体調に合わせて

苦手な食材を除けたり、柔らかくするなどの調整ができる。そのような状況に合わせて、変更・調整

していく体験を重ねることは、子どもの発達や成長にとって大変望ましいことである。 

 

 

＜特に改善が求められる点＞ 

１. 法人の職員育成体制は整備されているが、事業所の職員育成（研修）計画の

評価や組織的なＯＪＴの取り組みは必ずしも十分ではない 

法人の方針に基づいて職員育成を行っているが、当事業所における職員の育成・研修計画に対する

評価、組織的な OJTのしくみ、指導内容の標準化は、必ずしも十分ではない。 

法人は「職員の育成」を最重点課題として位置づけ、毎年度「人材育成方針」を定めて法人主催の

研修や各事業所主催の研修、人事評価制度をもって「三位一体の人材育成」としている。当事業所は

そのしくみのもと、法人主催の研修や外部研修に職員を参加させるほか、他の児童養護施設の視察、

事業所内におけるケース検討会を行っている。 

しかし、職員育成（研修）計画の実施状況を評価する機会は、明確にはなってはない。また「支援

ガイドライン」は明示しているものの、組織的に OJT を推進する体制・しくみが確立しておらず、

指導内容が標準化されていない。OJTも、指導する職員ごとの任意となっている側面がある。 

当事業所としても、支援の質の向上や、ホームごとのばらつきの改善を課題としている。さらなる

取り組みの強化を期待する。 
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２.  職員の経験値の見える化・標準化によって支援内容を共有し、職員の育成に

取り組み、その充実を図ることを期待する 

当事業所では、支援の標準化や職員の支援観の統一を課題として「支援ガイドライン」を作成し、

これを全職員が所持している。支援ガイドラインの記述内容は「第 1．職員の基本姿勢」「第 2．養育

及び自立支援への具体的な指針」「第 3．より良い生活を送るために子どもが守るルール」に大別され、

構成されている。業務推進にあたって、支援ガイドラインで手順化した内容は、児童管理システム、

記録の書き方、引き継ぎ、予定表について、入所に伴う手続き等、退寮に伴う手続き等である。また、

リスク分野及び法例遵守マニュアルがある。 

 今後の取り組みとして、支援ガイドラインは「指針」を示したものであるため、さらにこの指針を

もとにした「養育・支援の具体的な実施方法の明確化」、すなわち「標準的な実施方法の具体化」が

求められる。職員の経験値を結集し「見える化」することは専門職の責務であり、後輩育成のための

ツールでもある。 

 標準的な実施方法を具体化するための取り組みは、職員の経験知を活かすことや制度の改定などの

影響を受けるため、見直し等を計画的に進める必要がある。養育・支援の実施方法の標準化が必要な

分野、そしてその内容を検討する委員会・プロジェクトチームについて検討し、実践していくことを

期待する。そのためには、作成した文書の活用が重要となる。例えば、人材育成への活用についても

検討することを期待する。 

以上 
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